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第11回国民経済計算体系的整備部会ＳＵＴタスクフォース会合 議事録 

 

 

１ 日 時 平成31年１月９日（水）9:30～11:56 

 

２ 場 所 総務省第二庁舎 ６階 特別会議室 

 

３ 出席者 

【委  員】 

中村 洋一（座長）、宮川 努（座長代理）、川﨑 茂 

【専門委員】 

菅 幹雄、宮川 幸三 

【審議協力者】 

総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、

日本銀行 

【審議対象の統計所管部局】 

総務省：肥後参与 

総務省政策統括官（統計基準担当）室：重里統計審査官、笠谷参事官、植松調査官 

総務省統計局統計調査部経済統計課：小松課長 

内閣府経済社会総合研究所：長谷川総括政策研究官、山岸総務課長補佐 

経済産業省大臣官房調査統計グループ：吉田統計企画室長、倉田調査分析支援室長、 

荒川構造統計室長 

【事務局】 

（総務省） 

横山大臣官房審議官 

統計委員会担当室：櫻川室長、吉野政策企画調査官 

政策統括官（統計基準担当）：澤村統計審査官 

（内閣府） 

経済社会総合研究所：長谷川総括政策研究官、山岸総務課長補佐 

 

４ 議 事 

（１）経済センサス‐活動調査の見直しについて 

（２）ＳＵＴ・産業連関表の基本構成の大枠の決定に係る検討 

（３）サービス分野の生産物分類の検討状況 

 

５ 議事録 

○中村座長 それでは、定刻となりましたので、ただ今から第11回ＳＵＴタスクフォース

会合を開催させていただきます。 
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 本日は、河井委員、西郷委員は所用により御欠席です。本日は、経済センサス‐活動調

査の見直し、ＳＵＴ・産業連関表の基本構成の大枠の決定に係る検討、サービス分野の生

産物分類の検討状況について、総務省及び関係府省から御報告いただきます。 

 それでは、まず、本日用意されている資料につきまして、事務局から確認をお願いいた

します。 

○櫻川総務省統計委員会担当室室長 本日の配布資料については、議事次第にありますと

おり、資料１、経済センサス‐活動調査の見直しについて。資料２、基準年ＳＵＴ・産業

連関表及び中間年ＳＵＴに係る基本構成の大枠について。資料３－１、ＳＵＴ部門構成の

考え方について。資料３－２、「産業」部門イメージ。資料３－３、「生産物」部門イメー

ジ。資料４、2020年表のサービス分野のＳＵＴのイメージ（素案）。資料５、経済センサス

を用いた供給表の試算。資料６、サービス分野の投入額の把握について。資料７、生産物

分類の検討状況。参考１、平成27年サービス産業・非営利団体等調査 調査対象事業。参

考２、平成27年サービス産業・非営利団体等調査 調査票。 

 メインテーブルの方のみですが、席上配布資料といたしまして、席上配布資料１、Ａ３

の資料になりますが、産業別差分の集計。Ａ４サイズになりますが、席上配布資料２とい

たしまして、各企業の中間投入比率の算出について。またＡ３に戻りますが、席上配布資

料３として、サービス産業・非営利団体等投入調査における回答数及び括り回答数につい

てになります。また、資料番号を付しておりませんが、皆様に対して座席図を配布してお

ります。資料の過不足等ありましたら、申し出ていただければと思います。 

 資料の説明は以上となります。 

○中村座長 それでは、議事に入ります。まずは、経済センサス‐活動調査の見直しにつ

いて、総務省統計局、経済産業省から御報告をお願いいたします。 

○小松総務省統計局統計調査部経済統計課課長 それでは、総務省統計局からまとめて御

説明をさせていただきます。資料１を御覧いただければと思います。誠に恐縮ですが、１

ページ目にまとめて資料の大宗を記載してありまして、説明が後に付いている形になって

いますので、若干行き来することになると思いますが、御覧いただければと思います。 

 経済センサスにつきましては、ＳＵＴタスクフォースでもこれまで何回か、どういう方

針で行いましょうかというお話は申し上げておりまして、幾つかお約束したことがあると

考えております。今回、試験調査が迫ってきていることもありまして、このような形で現

在検討していますということを御説明差し上げるということで、資料を作成させていただ

きました。 

まず、経済センサス‐活動調査の見直しに当たりましては、３つの検討の視点を、バラ

ンスを考慮して検討してまいりますという話が記載してあります。 

 視点①、②、③とありまして、簡単に御説明しますと、「①副業の把握、生産物の把握の

視点」、これは基本的にＳＵＴタスクフォースでお約束したことを中心に、ＳＵＴ体系を整

理するために必要だと思われることを記載しています。また「②報告者負担の視点」に関

しましては、企業の方々の負担等々を考えた上で、できるだけ回答しやすい環境を作ろう

ということを考えています。それから「③地方公共団体、調査員の事務負担の視点」とい
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うのは、基本的にこの場の方々には直接関係ないことかもしれませんが、調査の現場の話

として極めて重要な話ということで、付け加えさせていただいたということになります。 

 それでは、この場でも一番議論になっております①の視点です。１つ目のポツ、「商業マ

ージンの把握拡大」の関係です。こちらは２ページ目の一番上の方に「商業マージンの把

握対象産業の拡大」ということで、以前もお示しさせていただきました図を付けています。

過去の経済センサス‐活動調査では、「卸売業、小売業」は主業のところのみについて把握

していたものを、今回は複数事業所企業の副業まで把握を拡大するということで、商業販

売額の割合で90％から99％の把握をすると。これはお約束していまして、この方向で検討

を進めております。 

 また１ページ目に戻りまして、２つ目のポツ、「企業調査票の回答品目数を拡大」という

ところです。６ページに企業調査票の現在の案を載せていますが、生産物の把握という観

点から、事業収入の内訳欄のところは、サービスにおいて品目数がそれなりに拡大される。

また、把握が一応企業単位になることもありまして、当初20項目までぐらいでいいかなと

思ったところもあったのですが、試験調査ということもありまして、まずは30項目までで

一回把握してみようという話をしています。なお、あまりにも項目が多過ぎると、それは

それで威圧的なところもありますので、試験調査で必要な数を見極めた上で対処していき

たいと考えています。 

 それから、また１ページに戻っていただきまして、３つ目のポツ、「リース契約高につい

てファイナンスリースとオペレーティングリースに分割」する。これは以前から御要望を

いただいていたところで、これまでの確認では、業界から「なかなか難しい」という話を

いただいているのですが、ほかの研究会で、業界団体から「できます」というようなお話

もあったと伺っていることもありまして、先ほどお示しいたしました６ページの企業調査

票の右側は、今回、このようなレンタル、オペレーティングリース、ファイナンスリース

と分けた形で試験調査をやってみようと考えております。これでしっかりとできれば本番

でもこの形でやらせていただきたいと考えています。 

 また１ページにお戻りいただきまして、４つ目のポツ、生産物の粒度等です。この場で

もいろいろ御議論があったところですが、また今日も御報告があるかと思いますが、生産

物分類につきましては研究会で策定途中ということで、この場ではまだ確定しておりませ

ん。当然私どもも議論に参加していますので、そちらの検討と並行して、年度末までに整

理することを考えています。なお、生産物の粒度によって２種類の形で試験調査をやらせ

ていただきますとお約束させていただいたところです。これまではサービスで大体330く

らいでやっていたのですけれども、現状の議論の様子を見ると、これをそれなりに超えそ

うな形で推移しているということで、基本的に比較の対象としては、できるだけ御希望に

沿った品目数を増やした形で１つ、それから比較の対象ということで、過去やってきた330

ぐらいを目安にしてまとめたものを１つという形で、試験調査では検証しようと現在考え

ているところです。 

 それから最後のポツ、「新たにサービスの生産物に関して、ＳＮＡ第２次年次推計に対し

てデータを提供」ということで、こちらは経済構造実態調査でやっているものを経済セン
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サス‐活動調査の実施年には提供できない。つまり、そちらは中止というか、実施しない

という形になっていますので、経済センサス‐活動調査から提供できるように、この部分

については早期の提供を行うということです。 

 それから「②報告者負担の視点」の関係ですが、「個人企業の経理事項の簡素化」に関し

ては、あまり多くを占めていないにもかかわらず、数が極めて多くて、調査負担的に非常

に大きいところもありまして、過去、ＳＵＴタスクフォースでもお話したとおり、こちら

は簡素化した上で、確定申告書の科目にある基本的事項に限定して、できるだけきっちり

と回収しようという方向で考えています。 

 若干飛んでしまいますが、③の事務負担の観点からも、個人企業はかなり数が多いとい

うことで、ここを減らすとその分が楽になる。むしろその楽になった分を事務の方では生

産物分類という新しい項目への審査、それから現在問題になっています法人番号により母

集団自体が拡大するというところのチェックに生かしていきたいと考えています。 

 戻りまして、「②報告者負担の視点」の真ん中、「サービス分野の生産物を企業単位で把

握」するということで、過去速さの観点、書きやすさの観点から御報告差し上げたところ

ですが、企業から見れば若干は報告者負担の軽減にもつながっているかなということです。 

 また最後、品目プレプリントの調査票の件。ここでできるだけ努力をしますというお話

を差し上げたところですが、あまり調査票を増やしても問題だと。一方で、きっちりと業

種を区切れればそれなりの価値があるということは私どもも考えています。新しい調査票

の区分を３ページに付けていますが、従来は対個人サービスの中に紛れていました飲食サ

ービス業、見づらくて申し訳ないですけれども、単独調査票では７番という数字が付いて

いますが、こちらを切り出しましてプレプリントの形で調査票にできるように、要は１つ

の区分で１つの調査票を作ろうと考えています。ご存じのとおり、飲食サービス業は極め

て調査が難しいところもありまして、また小さいところも多いので、これは回収の意味で

も非常に意味のあることができるのかなと考えています。 

 以上、このような形で進めてまいりたいと思っていまして、最後から２枚目の９ページ

になりますが、今後の調査スケジュールを示させていただいています。先ほど来御説明し

ているとおり、生産物分類の研究と併せまして、最終的には分類表等々の選定を終わらせ

まして、承認申請等々を引き続き進めていった上で準備に入りまして、10月に試験調査を

実施、その後すぐに内容を分析評価して修正を加えた上で、諮問答申というような形につ

なげていきたいと考えています。 

 だんだん時間も迫っている中ですが、皆様方の御意見も伺いつつ、しっかりと検証して、

ＳＵＴ等々に過不足ないデータを提供できるように努力してまいりたいと思う次第です。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 ただ今の御報告につきまして、御質問、御意見がありましたらお願いいたします。 

 内閣府、どうぞ。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 今、御説明がありました2020年を対

象とした、次回経済センサス‐活動調査におきまして、私どもに非常に重要な商業マージ
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ンの把握、それからリース契約高の分割といった部分につきまして、ＳＮＡ、国民経済計

算の推計に資する改良をしていただいたことにつきまして、本当に感謝を申し上げます。

また、前回のＳＵＴタスクフォースにおきまして、私どもから説明させていただきました

内閣府の要望におきましても、基準年ＳＵＴや中間年ＳＵＴとの推計、基礎統計の連携体

制に対する要望として申し上げた内容でありますけれども、経済センサス‐活動調査の御

議論があったこの機会に重ねてお願い申し上げたいと思います。 

 今後、基準年ＳＵＴ、中間年ＳＵＴの推計をしていくことになるわけですけれども、基

礎統計とＳＵＴの概念の整合性の観点などから、更なる改善点が明らかになることも考え

られますので、これらについても基準年ＳＵＴ、中間年ＳＵＴの推計担当部局からフィー

ドバックして、経済センサス‐活動調査、そして経済構造実態調査などの主要な基礎統計

の改善につながるサイクルを作れるよう、是非お願いできればと思っています。 

 よろしくお願いします。 

○中村座長 ほかにありませんでしょうか。どうぞ。 

○菅専門委員 最後のスケジュールを見ると、試験調査が10月１日というのは、要するに

経済構造実態調査が６月１日だから、それとかぶらないようにするために10月１日にした

ということでしょうか。 

○小松総務省統計局統計調査部経済統計課課長 お答えします。それもないわけではない

です。あともう一つ、生産物分類の検討等、必要な検討事項を終わった上で、電子調査票

の改修に時間がかかるものですから、ぎりぎりで線を引っ張っていった結果、こういうこ

とになっているところもあります。 

○菅専門委員 経済構造実態調査の調査票が来て、その数か月後にこれが来るというのは

結果や回収率等に影響があるのかなと今思ったのですが、あまりないような気もするので

すけれども。 

○小松総務省統計局統計調査部経済統計課課長 私たちもそれを考えないわけではないの

ですが、試験調査自体はそんなに広範なところでやるわけではありませんので、もちろん

数は確保していますけれども、そこは最低限のところで済むかと思っていることが１つ。

あと、ご存じのとおり、経済構造実態調査自体、経済センサスとかなり似通ったような構

造をしているところもありまして、同じものを２回書くのかと御不満を抱く方がいる一方

で、書くこと自体はそんなに大きな負担はないかなと思っているところです。 

○菅専門委員 もう一つ、これは多分、経済構造実態調査と試験調査は同じものを書くわ

けですよね。平成30年の売上げを調査するわけですね。多分、同じ内容が出てこないとお

かしいわけで、ただ、投入は細かいところだけが違ってという感じになるわけですか。 

○小松総務省統計局統計調査部経済統計課課長 そこと、業種に特化したような調査事項

も一部あることはありますので、そういうところで差が出てくるということにはなると思

います。そういうところで変なバイアスがないように、都道府県の方々はほとんど御協力

ベースで試験調査をやっていただいているところもあるので、申し訳ないですけれどもお

願いしながら、しっかりと検証に足るようなデータを集めていきたいと思っております。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 
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○宮川（努）座長代理 調査票の第２面ですか、17の主な事業収入の内訳ですけれども、

これは30位までと一応書かれているのですが、どういう分類になっていたのでしたか。例

えば席上配布資料の分類項目名の分類ということですか。大分類の更に中の分類というこ

とですか。どういう分類ということですか。つまりお聞きしたいのは、30はすごく多いの

かなという気がしていて、そういう意味では先ほど言われたように威圧的かなと思ってい

ます。どれぐらいの細かい分類で書かせるのかということと、書き手にとってみると、売

上高のパーセンテージから言うと本当に小さな部分まで書かなければいけないということ

について、またそういう枠内で本当に把握しているのかどうかと考えると、大変かなと。

宮川専門委員もずっとやられていたと思うのですけれども、工業統計表で品目分類とかは

６桁分類でやって、新しい分類の製品が出るかどうかをチェックしたときに、総分類から

言ってもそんなに多いかどうかが気になってはいるのですが、その辺の感触をお伺いした

いです。 

○小松総務省統計局統計調査部経済統計課課長 よろしいでしょうか。先ほども御説明の

ときに少し申し上げましたが、私どもが見ているときには大体平均的にというか、いいと

ころで見て十幾つあれば多分足りるのではないかという感触を持って、実は当初20でやろ

うかと思っていたところです。ただ、万遍なくとっていく必要がある中で、特にいろいろ

な方の御懸念をお聞きしていて、例えば、大きな企業で主業ではないけれども、業種的に

極めてインパクトの強いものがあったらどうするか。生産物分類についてはまだ策定され

ていない以上、どういうインパクトがあるかといったら正直まだよく分からないところが

あります。その辺を検証するのに、今、十幾つだと見計らっていて20というのは、試験調

査としてははみ出たり、少なかったりすることもあるかなということを懸念いたしまして、

まずは30で一度様子を見てみようと思っています。 

 ただ、実は私どもも最終的に30は多いのではないかと思っているところもありまして、

これは試験調査で、20から30の部分を有効的に使っていただけるような回答がどのくらい

出てくるのかを見極めた上で、また現在策定中の生産物分類の粒度なども見た上で、最終

的には数を決めたいと思っているところです。逆に試験調査をやっている最中で、例えば

こんなの多過ぎるとか、こんな細かいところまで書けないというような声が出れば、それ

も拾った上で考えたいと思っているところです。 

○中村座長 後はよろしいでしょうか。 

 経済構造実態調査との重複とか、あるいは分類が多少多過ぎるのではないかというよう

な御指摘がありましたけれども、総務省からの御説明に関して特段の問題はないというふ

うに整理したいと考えますが、よろしいでしょうか。 

 また、内閣府からは、今後行われる基準年ＳＵＴや中間年ＳＵＴの推計に際して、基礎

統計とＳＵＴとの概念の整合性の観点などから更なる改善点等が明らかになることも考え

られ、これらの改善点等を基準年ＳＵＴや中間年ＳＵＴの推計担当部局からフィードバッ

クし、経済センサス‐活動調査や経済構造実態調査などの主要な基礎統計の改善につなげ

るサイクルを作ることはできないかとの意見がありました。実務との兼ね合いはあるもの

の、こうした考え方は非常に重要と考えます。本タスクフォースとしては、こうした視点
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を統計設計上の留意点として指摘しておきたいと考えます。このような取りまとめにした

いと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、そのようにさせていただきます。 

 続きまして、ＳＵＴ・産業連関表の基本構成の大枠の決定に係る検討の審議に入ります。

本件は審議事項が多岐にわたります。このため、本日は本議題に関連する資料２から資料

６までのうち、まず資料２から資料３－３まで審議したいと思います。その後、資料７に

基づいて、次の議事、サービス分野の生産物分類の検討状況について先に審議し、その時

点で審議時間がまだあるようでしたら、残りの資料４から資料６までの審議をする形にし

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まずＳＵＴの部門構成の考え方を中心に、質疑を挟みながら審議を進めたい

と思います。 

 まずは基本構成の大枠の構成イメージとＳＵＴ部門構成の考え方の概要について、具体

的には資料２、及び資料３－１の１、これまでの検討内容等から３、生産物（行）の設定

の考え方まででありますが、これらの点について御説明いただきたいと思います。 

 それでは、総務省政策統括官室より説明をお願いいたします。 

○植松総務省政策統括官付調査官 それでは、今、座長にお示しいただいたとおり御説明

させていただければと思います。 

 まず、資料２です。こちらは内閣府と共同名義で作成しておりますが、基本構成の大枠

がどのような構成になるかを御案内させていただいた上で、本日、この中で幾つか整理し

て案を提示させていただいておりますので、インデックス代わりというところもあります

ので、まずこれを御説明したいと思います。 

 それで資料２ですが、Ⅰですけれども、基本構成の大枠につきましては、御案内のとお

り基本計画で、この年度末までに産業連関表作成府省庁等で取りまとめることになってお

ります。今回は基準年と中間年、中間年につきましては内閣府中心になりますけれども、

そのようなことを一体的に取りまとめる予定で進めております。これまでの議論を踏まえ

た上で、以下のような構成イメージを考えているところがあります。それで、３月開催予

定のタスクフォースでお示しした上で決定していきたいと考えております。 

 Ⅱに移りますけれども、１番は、はじめにということで、これまでの経緯、あるいはＳ

ＵＴ体系でどういう点が改善されるかとかいったところを書ければと考えております。そ

れから２、３、４は中身の話ですが、まず推計方法の方針で、今回資料もお示しさせてい

ただいておりますが、基準年あるいは中間年の推計方法の大きな方針を書いていきたいな

と思っております。３番が後ほどの資料３－１が中心になりますが、部門の考え方ですけ

れども、まず産業概念ということで、この夏ぐらいに御議論いただいた産業概念の整理を

入れた上で部門の考え方をお示ししたいと思っております。それから４番、統計調査との

関係ということで、今、御説明させていただいておりましたけれども、経済センサス‐活

動調査、あるいは今日議事に予定しています投入調査の見直し、あるいはその他の調査と

いうことで、そのような基礎統計との関係を中心に書いていきたいと。それから、当然年

度末で決めていきますけれども、今後のスケジュールということで一定の整理をした上で、
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来年度以降どう進めていくかを書いていきたいと思っております。 

 以上、資料２でして、ちなみに裏は基本計画の記述内容ですので御参考までに御覧くだ

さいということです。次に続けて説明で恐縮です。 

 資料３－１に移らせていただきまして、まず部門の考え方ということで、資料をお示し

させていただいております。部門の考え方につきましては、これまでの経緯、いろいろ分

析等々ありますので、そのようなところをもう一回おさらいの意味で最初に記載しており

まして、それから大体考え方を示して、最後にシミュレーション結果、資料３－２とか資

料３－３が付いておりますが、そのようなところも併せて御議論いただこうという内容で

す。 

 資料３－１の１ページ目ですが、これまでの検討内容等でして、これも本タスクフォー

スで御報告、御議論いただいていたと思うのですけれども、大きく分けて産業の区切り方

と生産物の区切り方と２つあります。産業の区切り方につきましては、ここにありますけ

れども、インプリケーションとしては投入件数のばらつきにも一定の配慮をした上で、生

産金額も重視した方がいいとか、投入係数は毎年リバイスする、むしろ中間年・年次ＳＵ

Ｔとか基礎統計の整備が重要だとか、結果的に精度の問題から言えば、産業部門数は200程

度を確保することが望ましいといった整理がなされております。 

 それから生産物、行の方ですけれども、今、こちらの分析はいずれも従来の統計をベー

スにしておるものですが、それを一定程度統合していくとどういうことが起きるかという

シミュレーションをしております。例えば今は500ぐらいありますが、それを400ぐらいま

で統合する分にはかい離はあまり拡大しないけれども、200を下回るとかい離が大きくな

ってくるとか、財については品目間の配分比率の類似度が高くて、部門統合の影響があま

り小さいものも一定程度あるというような分析があります。それから、ある意味コモ法の

推計等々も考えれば、基準年・中間年ＳＵＴにおきましては産出先が単独の事業項目に配

分されることが望ましい。それから、対事業所サービスみたいにいろいろ活動が入ってい

るものにつきましては、それを統合したり、あるいは建物サービスと土木建築サービスの

統合はかい離が拡大するといったようなインプリケーションが出ております。それを踏ま

えて、内閣府の御要望、前回のタスクフォースだったと記憶していますけれども、関係府

省の御意見で、公表レベルの部門数については現行ＩＯに比べて削減するといったような

意見を踏まえると、今の分析も更に考慮していくと、200×200というところが１つ考えら

れるのではないかという御提案があったと。それがこれまでのいきさつだと思っておりま

す。 

 基本的な考え方ということで、これは前回、総務省でお示ししたようなところで、今回

は部門の考え方の前に、2020と25年表でどのようなところが分類で整理されて、あるいは

統計がどう整理されてということを踏まえると、このような部門構成になるのかなという

大筋、大もとをお示ししたような内容です。これも繰り返しになりますけれども、記載し

ておりますが、産業に関しては25年では見直したＪＳＩＣが整理されるということで、そ

れに応じた部門分類になるだろうと。ただ、20年表につきましては、ＪＳＩＣの改定前と

いうこともありますので、今のＩＯの供給表に相当するような文章がありますが、そのよ
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うなものを踏襲して、特にサービス部門を拡充するような方向性がいいだろうということ

をお示ししております。 

 それから、生産物（行）につきましても似たような話ですけれども、25年表は財もひっ

くるめた生産物分類でやっていくということだろうと思うのですが、20年表につきまして

は、サービス分野の生産物分類については、今、経済センサスで対応していただいて、そ

れも使っていくことになると思うのですけれども、財分野は現行、ＩＯの行分類がベース

になってくるだろうと考えております。 

 もう一つ、公表と作業という話をさせていただいておりまして、特に公表部門につきま

しては、使用表等々を考えていくと、投入調査でどの程度とれるかというところと非常に

密接に絡むだろう。統計改革の考え方でいきますと、前回表の比率というよりは、実際に

統計調査を実施した係数をなるべくうまく使っていこうという話だろうと思うので、そう

いう意味で言うと、投入調査の把握は重要になってくると。投入調査の把握につきまして

は記入者負担の面もありますので、そのようなところで考えていく必要があると思うので

すが、それをベースに置いた公表部門でやっていくというのが１つの整理だろう。作業部

門につきましては、投入調査よりもより細かいところで推計することは必要だろうと思い

ますし、むしろ例えば先ほどの経済センサスの売上高が比較的細かいものでとっていくこ

ともありますので、そのようなことがベースになってくるだろうといったような考え方を

示しております。 

 次の２ページ目に移らせていただきまして、このようなやりとりを一度、10月の統計委

員会に御報告させていただいております。その際にこのようなやりとりがありましたとい

うことを議事概要から転用したものです。 

 冒頭に、基準年ＳＵＴのイメージとして、例えば部門数等々どの程度議論がありました

かという御質問の中で、矢印が幾つかありまして、例えば最初は内閣府はこのような要望

がありますという話の御紹介がありまして、さらにそれを踏まえて、特に記入者負担を代

表する委員の方がいらっしゃるので、そのようなところの御知見はいかがかという御質問

があって、その中で投入調査は、経団連でも非常に負担が重い調査と言われている。その

ようなところを考えていくと、記入者負担は非常に配慮してほしいといったような趣旨の

御指摘があった。最後にまとめとして、こういう記入者負担の面とか、あるいは精度の面

に配慮しながら整理してほしいといったような内容のやりとりがあったと記憶しておりま

す。 

 以上が統計委員会のやりとりで、最後に今回部門の考え方を決めていく上で、国際動向

に対する留意が当然必要となってきますので、実はこれは統計改革推進会議の資料を転用

しているものですが、今の状況です。我が国のＳＵＴの部門数は、例えば内閣府の年次Ｓ

ＵＴの話ですけれども、それが産業と商品が29ずつと。諸外国は、アメリカはベンチマー

クが非常に細かくて、年次はもう少し粗め、あるいはほかのヨーロッパ諸国は年次とベン

チマークの違いはあまりないというような状況があります。産業連関表につきましても併

せて入れておりますので、このようなところが１つの参考指標であろうと思います。後で

確認したところ、アメリカは若干古いデータですけれども、５年後の基準年ということで
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2012年のデータが出てきていますが、大体状況はあまり変わっていないという状況は確認

できております。それから、アメリカとイギリスは産業と商品の実際の中身を見てみると、

ほぼ同じものが並んでいるといった状況もうかがえました。以上が２ページでした。 

 それから、４ページ目の中ほどまで御説明させていただければと思っておりますので、

今しばらく御説明させていただければと思います。 

 ３ページ目に移らせていただきまして、以上これまでの経緯等々を踏まえて、今回、設

定のコンセプトをまずはうたおうと思っております。大きく産業と生産物に分かれていま

して、さらに中身として公表部門と作業部門と分かれています。公表部門がより粗めで、

作業部門がもう少し細かい部門という整理で、それぞれの考え方を提示させていただいて

おりまして、こちらを中心にまず第１部ということで御議論いただければと思っておりま

す。 

 それから、産業別の中身に入っていきますけれども、公表部門の、とりあえず便宜的に

「第一水準」という言葉を使っております。第一水準は一番上の粗い層という意味ですが、

先ほどの考え方等々を踏まえて、使用表を想定していくと、ＧＤＰに直接影響するのは部

門別の付加価値率とか、逆に言えば中間投入率みたいなものが重要になってくるだろうと

思います。公表部門については投入調査との連動性を考えていこうということをお示しし

ていますので、実際、投入調査を実施する上では産業の規模があまりにも小さいと、投入

調査は大体サンプリング調査になりますけれども、小さい金額のところのサンプリングは

なかなか難しい面もあるということが２点目です。 

 それから、年次の方の配慮ということで、先ほども少しお話が出ておりましたけれども、

経済構造実態調査で投入項目の調査を始めましたが、そのときに調査事項の設計が集計自

体はより細かいのが出るとは思うのですが、調査票のプレプリントの種類といった方がい

いのでしょうか、そのようなものがおおむね産業中分類ごとに業種別の費用を設定してい

るということがありますので、逆に言うと、年次の作業は中分類ベースが非常に参考にな

ってくるベースがあるだろうと思っております。 

 そのようなところを踏まえた上で、まず考え方のコンセプトとしては、１点目の話です

けれども、中間投入計がどうやって決まるかというと、中間投入の合計と雇用者所得、雇

用者報酬、あと資本減耗引当ということです。要はこの３つの大きな費用の相違が小さい

ものが統合しても、ＧＤＰの関係で言うと、付加価値率という意味ではまだ精度は大丈夫

だろう。ただ、この相違が大きいと、それを統合したもので推計するとなかなか難しいこ

ともあると思うので、このような比の相違の小さいものに着目していこう。それから、２

ポツ目に関連しますけれども、国内生産額の規模が小さいものにつきましても統合してい

こうということで、現行のＶ表の産業よりも詳細化を図ろうと考えております。それから、

投入調査については後ほどの資料もありますけれども、公表部門でしっかり精度評価をや

っていこうということで、具体的にはこのような産業部門ごとに中間投入計と売上高に対

応するように、しっかり誤差評価をしながらやっていくのが適切だろうと思っております。 

 以上が公表部門の産業の考え方でして、後ほどの御議論の中でもシミュレーション結果

等も付けておりますが、とりあえず考え方は以上です。 
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 それから、作業部門の第二水準ですけれども、第一水準では早い話、中間投入の内訳は

あまり考慮していないような区分になります。作業上、中間投入係数の安定性を考えてい

くと、実際、何にどのような費用構成になっているかということが重要になってくるわけ

で、ただ、その際に投入される費用項目を、原材料の違いになりますけれども、そのよう

なところに着目した基準がいいだろう。具体的にはその費用に使ったか使っていないか、

０か１かみたいな話ですけれども、そのようなところで内訳の相違を区分して、例えば電

気を使っているもの、水道代を使っているものといったような違いで分けていくのがいい

だろうと考えております。同一の産業部門の中でも、例えば大企業と中小企業で全然性質

が違うとか、あるいはほかに実際作業部門の方は具体的に各府省の政策ニーズもあって、

作業データを使って、更に２次的なデータも分析していきたいという話もあると思うので、

そのような政策ニーズの必要があれば分割するということはやっていこうと思っておりま

すが、基本的に考え方としては今の費用項目の違いに着目していこう。 

 それから、投入調査につきましては、層化基準みたいな話ですけれども、誤差評価は上

の方の公表部門によると思うのですが、こういう産業の違いが、層化のところで言うと、

それごとに抽出した方が多分精度はよくなると思うので、上記のような産業部門ごとに対

象を選定していくのがいいのではないかと考えております。 

 以上が産業部門で、続いて生産物です。生産物の公表部門の第一水準ですが、実は投入

調査の費用項目に直結する話でして、投入調査の費用項目の方が早い話、報告者負担の観

点で言いますと、なかなかとりづらい状況がありますので、そういう意味で言うと、現行

よりも相当程度集約する必要があるだろうと考えております。また、経済構造実態調査で

も費用項目の調査が始まりましたけれども、大まかな投入構造という形で把握されること

がありますので、このようなところが公表部門の考え方になってくるだろうと。基準年と

年次推計の連動性はありますので、年次と同じものよりは細かく、早い話、比較可能な状

況を保っておく必要があるだろうという状況です。 

 以上を踏まえると、後ほどの議論に関係するのですが、投入調査の把握程度ということ

になりますと、実はあまり数を増やすことが難しくて、もう現行のＩＯ統合大分類で大体

40ぐらいの分類区分数があるのですけれども、そのようなところが投入調査の把握との連

動性で言うと望ましい姿ではないかと考えております。 

 次に、作業部門は更に２つに分かれておりまして、第二水準と第三水準に分かれており

ます。第二と第三の違いは、どちらかというと第二水準がマトリックスを作るベースでし

て、第三水準は今のＩＯの考え方で言うと、国内生産額の推計で、要は品目別の売上高み

たいなものの細かさの程度で、今も第二水準と第三水準というのはありまして、第三水準

は現状3,300ぐらいの品目数でやっております。3,300のベースで、実はそれから年次推計

はコモ推計のベースにもなっておるような部門があります。第二水準はマトリックスとい

うことで今は500部門ぐらいありますけれども、まずはそのような第二水準の考え方でし

て、第一水準とは違いまして、産出の違いというところ、作業上必要になってくるだろう

と思っておりますので、産出先の類似性をまず確保することが重要だろうと思っておりま

す。ただ、繰り返しですけれども、投入調査からこれを把握するのはなかなか難しいので、
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あくまで推計作業上の部門ということで、作業部門を設けることを考えております。 

 以上、考え方をまとめた上で、生産物部門の区分の基準としては、①、②、③というこ

とで考え方をお示ししております。①は、先ほどの産業の公表部門に近い話ですけれども、

中間消費の総トータルと、消費と投資の比の相違といったようなことが１つ目の区分の考

え方です。それから、②と③は似たような話ですけれども、中間消費の内訳です。中間消

費の項目自体の、単純化するとある種０と１みたいな話の相違と、あと中間消費の産出比

率の相違、どうしても中間消費の場合は、０、１だけですといろいろな産業が買っている

ような、例えば電気、ガスとかいったものがあって、項目の相違だけで言うと、電気とガ

スが同じものになるとかいうのはあまり意味がないので、そういう産出比率も、項目の相

違では分からないところもやっていこうということで、このような相違が小さいものを統

合していこうという考え方にさせていただいております。もちろん産業と一緒でして、こ

れも生産物内のばらつきとか、あるいは政策ニーズ上必要であれば、作業上ということで

分割することはあり得ると思っております。 

 それから、最後に第三水準、国内生産額の推計のための部門でして、こちらにつきまし

ては経済センサスで今後把握されるであろう売上高が連動するようなものを１つ想定して

おります。先ほども少し議論がありましたけれども、売上高の区分の程度ですが、まさし

くサービス分野については生産物分類を作っているので、それに対応していくことになり

ますが、そのときに年次のコモ推計等も考えていくと、先ほどの区分の基準ですと①に近

い話ですけれども、中間消費、家計消費、投資、どこに行くかは分かれていた方がいいだ

ろう。あるいはコモ法の推計を考えていくと、例えば伸び率が同一の生産物に入るもので

違う向きになっているとかいうのはあまり望ましくないので、経年変化が異なるものは区

分した方がいいだろう。それから、このようなある種産出先が特定されるものにつきまし

ては、使用表の産出推計に使える面もあるということがあります。 

 以上の考え方を整理しますと、次回の経済センサスの把握を想定させていただいた上で、

今、生産物分類を議論している中で、実は事業者向けと一般消費者向けの生産物を分ける

という話があります。そのような産出先が分かれているもの、生産物分類の区分の基準と

してはこれ以外にもあるので、事業者向け、一般消費者向けではなくて、需要先という意

味での分かれ方ではなくて、例えばほかの基準で分かれているものもあるのですけれども、

少なくとも経済センサスの把握で一定の集約は必要なので、その場合でも、集約する中で

も事業者向けとか一般消費者向けが分かれているものは、少なくとも分けてとった方がい

いだろうとうたっております。それから、国内生産額の経年変化は先ほどの話でして、こ

のようなものを第三水準の考え方としておきたいというような趣旨です。 

 長くなって恐縮ですけれども、説明はお示しさせていただいたのはここまでかと思いま

すので、よろしくお願いします。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 それでは、質疑応答に入ります。ただ今の御説明につきまして、御質問、御意見があり

ましたらお願いいたします。 

 菅専門委員、どうぞ。 
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○菅専門委員 教えていただきたいのですけれども、基本構成の大枠とあるのですが、こ

れは内閣府を含めた各府省が決定するわけですか。要するに、仕組みがよく分からない。

１つの大枠があって、その文章全体を各府省の共同で決定するのか、あるいは文章のここ

の部分はこの府省が責任を持つという形で決定するのかということと、このときＳＵＴタ

スクフォースは一体何のためにあるのだという位置付けがよく分からないので。 

○植松総務省政策統括官付調査官 よろしければお手元の資料２の裏といいますか、閣議

決定で書かれた内容がありまして、まさしく今、実はロジ的なところはどうやって、手続

面は今後整理していかなければいけないと思っているのですけれども、ここに記載されて

いる内容で申し上げますと、産業連関表作成府省庁、あるいは内閣府でこういう基本構成

の大枠を決定することの結論を年度末までにやることになっております。まず主語として

は我々関係府省でさせていただくということになると思うのですが、もちろんこのような

ところで御議論いただきながら内容を深めていくということだと思うので、最終的なとこ

ろは各府省で決めていく手続になると思うのですけれども、その中で統計委員会の御指摘

を踏まえて、そのような内容を整理していくということで理解しております。 

○中村座長 よろしいですか。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 事務局から補足いたしますと、産業連関

表そのものは最終的には国民経済計算体系的整備部会で審議することになりますので、そ

の審議に向けて、このＳＵＴタスクフォースとしても具体的な検討の過程から関与してい

くというのが現状です。先ほどＳＵＴタスクフォースはどのような立ち位置にあるのかと

いうことがありましたので、そういう整理になろうかと。 

○菅専門委員 思ったのは、要するにＳＵＴタスクフォースが決定するのではないわけで

すね。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 ではありません。 

○菅専門委員 各府省が決定して、その決定したものが部会に上がるという位置付けにな

るのですか。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 そのように御理解いただいて結構です。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。 

 宮川専門委員。 

○宮川（幸）専門委員 御説明ありがとうございました。 

 １つは、もしかしたら４番以降の説明というので後でされるのかもしれないですが、こ

れは後でされるのですか。資料、今は３番までだったと思うのですが。 

○中村座長 次、後で御説明いただきます。 

○宮川（幸）専門委員 後でやるわけですね。では、その話は後に回して、１つ部門統合

の話で、列部門、産業の統合という話でここにも記載してあることではあるのですが、結

局、ある産業の投入係数のベクトルみたいなものが実験を通して安定しているというよう

なものであって、更にそれが類似している産業同士を統合しましょうという話については、

もちろんそれはあり得るだろうなと思っているわけです。ここにある、あるいは極端に規

模が小さいものは統合してしまいますが、そのようなところはいいと思うのですが、単純
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にある一時点において投入係数のベクトルが類似しているとしても、その産業に格付けら

れる事業所の投入係数の分布の分散が物すごく大きいというケースが結構散見されると思

いますので、そういうケースですとたまたまあったと。サンプルサイズの小さい標本調査

によって出てきた平均値みたいなものがたまたま一致したというものを統合することにな

ってしまうようなケースもあり得なくはないと思うのです。 

 そうなると、当然５年後には全く大きく変わってしまうと。ただ、一度統合してしまう

ともうそのことが分からなくなって、更に広い分散の中からサンプル調査をして、精度の

低い平均値をとるようなことになりかねないですし、当然その中間年のＧＤＰ推計、生産

側に影響するという意味で、もしかするとその辺り、またこれも後で説明があるのかもし

れないですが、本当に部門の投入係数ないしは付加価値率が安定的かどうかということは

是非検証すべきですし、その検証を過去の産業連関表でやってもあまり意味がないという

ことはポイントだろうと思っています。というのは、過去の産業連関表について、そこが

正に批判されて今回の話になってきたという意味で言うと、投入係数の推計に５年前のデ

ータを利用しているようなことがあれば、当然安定的に決まっているという意味です。で

すから、そこを例えば何らかの経済センサスだったり、その他の統計等々で、少なくとも

付加価値率ぐらいはとることをして、チェックする必要があるのが１点。 

 そのときに、今度は仮に統合したとしても、その上で投入調査において、それを統合し

た中でも統合前の産業区分を無視して単純にサンプリングとかいうようなことをしてしま

っていいのかどうか。例えば極端に規模の大きな事業所、ないしは企業が幾つかあるとい

う産業と、規模の小さな事業所が多くあるような産業をくっつけてしまって、単純にサン

プリングするようなことだとおかしなことが起こる可能性もあるかなという気もいたしま

す。それから、そもそもの問題は何かと考えると、産業分類の問題だろうなと思います。

というのは、産業分類が生産技術の類似した事業所ないしは企業をグルーピングすること

になっていないからこそ、投入係数とか付加価値率の分散が大きいという話だとすると、

これから産業分類の改定を進めていく上で、つまり生産技術の類似性に基づいてしっかり

グルーピングするようなものを作っていくことによって、実は部門が粗くてもＧＤＰの推

計精度は上がるということは十分あり得ると思うのです。ただ、現状の産業分類のままで、

これをどんどん統合していくと、先ほど申し上げたような不安定な状況が生まれるのでは

ないかと思いますので、これを大枠に記載するのはどうかというのは分からないところで

すが、少なくとも産業分類はそのような形で、そもそもの基本計画等々にも記載されてい

たことだと思いますけれども、生産技術の類似性に基づいた産業分類をしっかり構築して

いくことがＳＵＴの精度向上にも重要だろうということなので、そこを強調するような何

かそういう機会を作っていただけるといいのではないかというのが１点です。 

 それから、もう１点ですけれども、先ほどお伺いしたので言うと、行部門、生産物につ

いてはＩＯ統合大分類程度にというのが公表分類だと。そうなってきますと、当然それを

使うということは、研究者レベルで細かいことをやるとすると難しいことになると、ここ

で出た話で言うと、どうしても作業部門を使わせていただかないと研究ができませんと言

う人は多分たくさん出ていらっしゃると思うのです。そのときにこの作業部門の表を、例
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えば研究目的であれば使用できるという枠組みを作っていただくようなことはできるのか

どうか。例えばそれがマイクロデータの申請みたいに何か科研費をとってというような難

しいことではなくて、研究目的であれば、もう少し簡単な方法で使えるというようなこと

がなければ、この公表部門だけを使えと言われると、皆様いろいろな研究者の方から「そ

れはちょっと困る」という話が相当出るのではないかというのが現状、拝見したときの印

象です。 

 以上です。 

○中村座長 もう少し御意見を伺ってから、まとめてお答えということにしたいと思いま

すが、いかがでしょうか。よろしいですか。 

 総務省から、答えられる点についてお願いします。 

○植松総務省政策統括官付調査官 ありがとうございます。部門のばらつきといった点は

宮川専門委員の御指摘のとおりかと思うので、どの程度、どこまでできるかはおくとして、

考え方としては全くそのような考え方でやっていこうと考えております。研究目的に関連

した話で言いますと、まずＩＯをどう作るかという話も、ＳＵＴで例えば公表部門だけれ

ども、ＩＯはもう少し細かくやっているとかいうのもあるかもしれないのですが、我々、

今回の統計改革の発端を考えていくと、あまり細かいものを、言葉は悪いのですけれども

無批判といいますか、客観性といいますか、そのようなところを一定の信頼性を確保する

という点が極めて重要だと思っているので、少なくとも公表部門という考え方を持ち出し

ているのは、一定の信頼性というか、説明性とかを重視したようなところを公表部門で担

保すると。そこを度外視と言うと言い過ぎかもしれませんけれども、信頼性の面に若干目

をつぶって、より細かいデータが必要だというような分析は当然あると思うので、そのよ

うなところの利便をどう図っていくかはよくよく整理した方がいいような話だと考えてお

ります。 

○中村座長 よろしいですか。 

 それでは、同じ産業であっても事業所の分散が大きいであろうから、統合する際には十

分注意すると。それと、投入調査などによって検証していくことが必要だという御指摘が

ありましたが……どうぞ。 

○宮川（努）座長代理 今、事務局から公表のイメージ、信頼性。２ページでは、今もう

日本は29となっているわけですが、大体どれぐらいをイメージしていることになるのです

か。 

○植松総務省政策統括官付調査官 実は次の次の話に絡む話ですけれども、その話を先取

りしますと、少なくとも基準年、５年おきのものは産業が150、生産物が40というようなイ

メージです。年次は多分それを集約したようなイメージになっていくと思っております。 

○中村座長 でも、ＩＯはできるわけでしょう。 

○植松総務省政策統括官付調査官 これも先取りしていますけれども、ＩＯはこの作業部

門を使って推計して構築していこうと思っております。 

○中村座長 だから40の公表の行列だけが使えるとかいうことではないので、その点は。 

○宮川（努）座長代理 もちろんそうだと思うのですけれども、１つは最初のＳＵＴのと
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きも国際的に比較できるとかという議論がありました。ここで菅専門委員が非常に貴重な

統計を出されていると思うのですけれども、全体で見て国際的に見て、今のところ日本が

一番少ないような状態になっているわけですから、もう少し国際的に見ても遜色がなく、

またいろいろ政策決定をする際についても、統計できちんと議論ができるようなレベルか

どうかということが１つの基準であると思います。もちろん研究基準は、先ほど宮川専門

委員がおっしゃったように、もう少し細かいところで議論できるような環境が必要だろう

とは思うのですが、その２つの公表について見ると、そういう政策的な議論とか国際比較

の議論に耐えられるというところが１つ重要であろうと思います。 

 それから、もう一つ。先ほど宮川専門委員が言われたような産業構造の転換という部分

については、研究者の研究の過程を経ていかないと、日々の政府の仕事の中ではなかなか

把握できない部分もあるかと思いますから、そういう部分についても作業部門、それから

ＩＯというところで、研究者の実績を生かしていかなくてはいけないという二段構えにな

るのかなと思っています。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 いろいろ御意見がありましたが、基本的な考え方、それから産業の設定についての考え

方、生産物の設定についての考え方、これらについて現在、総務省から示された方針につ

いて基本的に特段の問題はないということで、この方針でやっていってよろしいというこ

とでまとめたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

○宮川（幸）専門委員 １点だけよろしいですか。作業部門があって、それとは別に産業

連関表もあるという話で言ってくると、正に言っているような29部門の公表の代替物とし

て、今の150×40が出てくるというような認識であると言われれば、そこに強く反対する理

由もないと言えばないのですが、ただ一方で、200×200が望ましいというような話が出て

きていたと思うのですけれども、これは特に問題はないということですか。200×200が望

ましいという話が出てきていたのに、今の公表分類が150×40という話は、それこそ200×

200の要望を出されている内閣府のお立場としてそれは問題ないのでしょうか。そこはよ

ろしいですか。 

○中村座長 どうぞ。 

○山岸内閣府経済社会総合研究所総務部総務課課長補佐 内閣府の要望としましては、当

然、これまでの分類についての検討作業経過等を踏まえて要望を出したものですが、実際

にできるかどうかは実務の面があると思いますので、そこは相談しながらということだと

思っています。また、今回、総務省の資料でも諸外国の状況をお示しいただいていますが、

アメリカの場合、公表分類が71と記載していますが、作業分類は1,000を超える単位で行っ

ていると承知しておりますので、そのように公表レベルと作業レベルで差があることは当

然あり得ると思いますし、その上で公表分類がどの程度できるかは、今後総務省とも相談

しながらやっていきたいと思っています。ですので、公表分類の部分は、内閣府要望に完

全に合わせないと中間年ＳＵＴが推計できないというわけでは特段ございません。 

○中村座長 よろしいでしょうか。 

 それでは、大枠につきましては基本的に御了解いただいたというふうに整理したいと思
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います。 

 続きまして、前回御質問のありました2020年表との関係につきまして、資料３－１の４、

留意すべき事項になりますが、この点につきまして総務省統括官室から御説明をお願いし

ます。 

○植松総務省政策統括官付調査官 引き続きということですので、資料３－１の４ページ

目、下の方から５ページ目の上半分のところまで御説明させていただければと思います。 

 留意すべき事項と、とりあえず今後実際に部門を詰めていく中で、このような点を踏ま

えて、あるいは大枠の中で議論していきたいと思っております。まず2020年表における意

義ということで、2020年表につきましては、25年表よりも段階的な整備となりますが、20

年表でもよくなる部分があるだろうということもありますので、このようなところを今後、

例えば実際に利用されていく立場の方とか、調査に御回答いただく立場の方に御説明する

必要性もあるだろうということで、今の段階で意義を整理したものです。 

 2020年表の具体的な内容ですけれども、今回、生産物分類、サービス分野というところ

ではありますが、策定していくこともありますし、それに伴って経済センサス、あるいは

投入調査等の整備もなされていくということで、特に経済センサスの整備を中心に考えて

いきますと、こういう供給表がこれまでよりも改善されるだろうと思っております。具体

的に言うと、先ほどのセンサスの説明でもありましたけれども、主たる活動以外ではない

部分、こういうセカンダリーという副次的な活動に着目したような調査事項が拡充される

ということがあります。具体的に言うと、例えば製造業の中でシステム開発、ソフトウエ

アサービスをやっているとか、建設業と不動産業の建設ディベロッパーみたいな関係もよ

り分かってくるのではないかということがあります。それから今回、生産物分類の検討の

中で、例えば知財の活動とか、本社活動といったものに関しては、例えば今も企業内研究

開発みたいな部門もあるにはありますけれども、より包括的に把握することになってくる

のかなと思っております。 

 次のページに移りますけれども、生産物分類の中で、後ほど御報告させていただきます

が、新たに判明したようなサービス活動もあると。例えば運輸業の中で３ＰＬサービスと

いうのがあるのですけれども、これは何かというと物流だけではなくて、物流の総トータ

ルというか、管理から運送まで一貫したコンサルタントみたいなものもひっくるめた一貫

サービスを３ＰＬ、サード・パーティー・ロジスティクスと言うらしいですけれども、そ

ういう３ＰＬサービスがあったりとか、このように企業がどうやって付加価値を生んでい

るかをよりピンポイントで把握するようなスキームになってくるのかなと思っておりま

す。これも例えば物流だけ無理やり抜き出すとかいうような話ではなくて、多分、一貫し

たサービスが企業の付加価値を生んでいる原資になっているだろうと思うので、このよう

なものとか、あるいは不動産投資法人サービス、今まで分類上なかなか難しかったところ

も生産物分類で設けることになっております。あるいは、このようなことに限らないよう

なコンサルタント活動もあると思います。このようなところがサービス活動ということで

把握できてくると。実際我が国の企業がどのような形で経済活動を営んでいるかというと

ころに、よりアプローチできるのかなと思っております。 
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 それから、若干作業向けの話ですけれども、部門設定の考え方はこのような整理をしっ

かりさせていただくということで、似た部門を統合するとか、あるいはそれに伴って基礎

統計とか推計作業を効率化する部分があるのかなと考えております。２と３は実際にその

ような今の意義とか考え方を踏まえて、若干補足的な内容を記載しております。20年表に

おける部門ですが、まず、実は考え方のところに絡みますけれども、2015年表は今作業中

ですが、データが出た後にこのような考え方、後ほど御説明しますけれども、今回、部分

構成の見込みは１つ前の表をベースに検討していますので、来年度公表した後に、部門案

をもう一回整理する必要があるかなと思っておりまして、その際には考え方に基づきます

ので、公表部門の増加は避けましょうと。ただ、作業部門については、より各府省のニー

ズとか基礎統計の整備状況も踏まえた見直しはあり得るのかなと思っております。 

 あと、先ほど御議論が少しありましたけれども、ＩＯとの関係につきましては、今ここ

で御議論いただいておりましたところで言うと、ＩＯ列基本分類というのは今はアクティ

ビティー分類と言われていますので、そういう意味で言うと、生産物と産業でどれとも一

致しないといいますか、どちらかというと産業の方が近いとは思うのですが、要はこの間

が１つ作業のベースになるだろうと思っています。行の基本分類は生産物なので、これは

生産物作業部門の第二水準を参考に検討することになるだろうと思っています。 

 さらに、2025年表は各種分類の整備がなされるであろうと。その際には、先ほど宮川専

門委員のお話にもありましたけれども、分類自体の考え方に今の産業とか生産物の考え方

も踏まえたような整理が要るのかなと思っております。あと、2025年表の検討に関しまし

ても、分類の整備、考え方、あるいは実際に2020年表を作る中で課題とかが出てくるだろ

うと思うので、そのような見直しはあるだろうと思っています。 

 説明は以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 それでは、ただ今の御説明につきまして、御質問、御意見がありましたらお願いいたし

ます。 

○川﨑委員 このような特に４の（１）のような意義を整理するというのはいいことだと

思うのですが、私自身が誤解していたらいけないと思うし、せっかく意義を整理するなら

ば関係する方々にうまく意図が伝わるように表現できたらいいなと思うわけです。そうい

う意味で、ここは非常に圧縮した書き方がしてあるので、意味が通じにくいかなというの

をやや心配しているのですが、もしや私自身も誤解していないかと思ったりするのですが、

例えば黒ポツの３行目に、何々活動の把握と記載してあるわけです。そうすると、把握と

いうのはいろいろな意味合いがあるわけで、これまで全く統計上計上されていなかったも

のが把握できるようになったという意味合いにもとれるし、あるいは適切に分類されてい

なかったものが適切に分類されてはっきり見えるようになったという意味の把握もあるの

で、ここは漠然と把握というよりも、例えば適切なところに分類して表章されるように把

握できるとかいうぐらいまで明確な表現をした方がいいのではないかと思うのですが、そ

のあたり、「把握」という言葉の意味をもう少し解説していただいたらと思います。 

 もう１つ例で言えば、例えばサード・パーティー・ロジスティクスのお話がありました
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けれども、これを把握できるという意味は、別にサード・パーティー・ロジスティクスを

分離して表章できるという意味では恐らくないのだと思うのです。そうすると、これが把

握できると何が変わるのというのが私はよく分からない。こういうものが存在するがゆえ

に、これのコンポーネントである生産物がより適切に分類できるという意味なのかなと思

ったりするのですが、こういうところの把握が改善されるというのは、一体どういう意味

での改善なのかなというのがうまく理解できない。ここでやらなくてもいいのですけれど

も、今後表現されるときにうまく説明していただいたらと思っています。 

○中村座長 方針が決まっていればですけれども、そこまで行っていないと思いますが、

何かありますか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 よろしいでしょうか。ありがとうございます。まさし

くおっしゃるとおり、意味がとりづらいところはあるかと思いますので、それは内容を整

理した方がいいと思っております。ここに記載してある例えば最初の４ページ目に、知的

財産に係る活動の把握というのは、今も把握されているところがよりクリアにという意味

なので、どちらかというと、今どこかに入っているけれども、区分の仕方がより的確とい

うような趣旨になるかと思います。 

 それから、３ＰＬサービスに関しましては、今後の実際の推計作業にも絡む話かもしれ

ませんけれども、私自身の問題意識といたしましては、今の例えばＩＯの推計作業、ある

いは年次推計の作業を見ていても、無理やり分割して、３ＰＬサービスだと物流、コンサ

ルタント、倉庫といったものが今はそのような整理でやっておりまして、それぞれそれが

どう連動するかというのは、推計上なかなか対応しづらい部分があったのですけれども、

例えばそれをまとめて１つでパッケージとして売上高の伸びを考えていった方がいい場合

が、推計作業上の話なので具体的にどうよくなるかというのは確かにおっしゃるとおりだ

と思うのですが、まとめて付加価値を見られるものはなるべくまとめた方がいいだろうと

いうようなところが問題意識にありまして、確かにおっしゃるとおり、それを具体化する

のは難しいだろうと思うのですけれども、１つの問題の出発点、提起としてはあり得る論

点かと思っております。 

○川﨑委員 分かりました。問題意識はよく理解しているので。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 検討課題はこれからまだ残ると思いますけれども、この点につきましては了解というこ

とで次に進みたいと思います。 

 次は、部門構成の見込みについてでありますが、資料３－１の５、部門構成の見込みに

ついて、試算結果を総務省統括官室から御説明ください。 

○植松総務省政策統括官付調査官 これも続きで恐縮です。資料としては今の続きと、あ

と資料３－２と資料３－３という表を付けさせていただいておりますので、こちらも適宜

引用させていただきつつ、進めていきたいと思います。 

 それで、資料３－１の５ページ目の後半部分から御説明させていただくと、今、御議論

いただきました考え方を実際に定量的に基準を切って、それで2011年の現行出ているＩＯ

を適用して、実際に部門を考えてみました。要はこのようなところが議論の前提です。実
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際に産業の公表部門の第一水準に関しましては、お手元で言うと資料３－２と絡みますけ

れども、考え方を申し上げてから資料３－２の説明に移りたいと思います。まず公表部門、

2020年表を想定していますので、現行のＩＯのＶ表を踏襲して、ただ考え方のところで、

サービス部門の詳細化を考え方に基づいて細分化したという整理をしております。細分化

に当たりましては、考え方に基づきまして、ＩＯの列基本分類ごとにこういう中間投入の

合計とか、雇用者所得、資本減耗の比の相違をそれぞれ基本分類ごとに見まして、一定の

基準を引いて、その基準以下の相違になっていれば統合すると。それをＩＯの中分類の中

で行っていこうと、それ以外は分割していこうという整理をやっております。 

 それから金額基準としては、実は今、ＩＯの部門の検討の中で、国内生産額1,000億未満

のものは統合を検討するとなっておりますが、それに基づいて、1,000億円未満だと同一の

中分類の中でどこかに統合するというような作業をやっております。それをやった結果が、

2011年表だと150という数が出てくるということです。 

 説明を続けさせていただいて、第二水準ですけれども、先ほどの公表部門よりも細かく

していこう。公表部門は、サービス部門は考え方、財の方はＶ表ということになりますけ

れども、こちらにつきましては中間作業ということもありますので、全部ひっくるめても

う一回整理しております。具体的にはここにありますけれども、中間投入項目の相違が同

一の中分類の中で一定の基準以下であれば統合し、それ以外は分割していこうということ

です。それでやると、まず250という数字が出てくる。括弧書きは先ほど各府省のニーズ

等々の話です。具体的に作業をした結果が資料３－２で、これも少し御案内させていただ

ければと思います。 

 資料３－２を御覧いただければと思いますが、左から23年表のＩＯの列基本分類が400

ありまして、それを束ねた188がＩＯの小分類、それから、Ｖ表が112というのがあります。

４つ目ですけれども、中間投入と雇用者所得、資本減耗引当という３つの減で、比率が違

うものは分割という考え方がありますので、これに基づいてクラスタを引くということに

なりますと、全部で138ありますが、米から始まり、例えば麦類だと幾つかの基本分類が統

合されているとかいうことになります。それから、横は1,000億円以下の国内生産額だと１

を立てている。次の147に移りますけれども、財部門は23年Ｖ表をそのまま踏襲して、網掛

けのかかっていないところは、今の138のものを踏襲して、あるいは１のところも踏襲して

やっているということで、黄色と白の違いはそういう意味です。これで第一水準について

もでき上がる。それから、中間投入の類似度距離のクラスタというのは、先ほど御説明し

たような内容でクラスタを引いて、最後の第二水準ですけれども、財分野は第一水準では

なくて、最初の４つ目、138のものと176のをクロスしたというような内容でして、サービ

スの方はこの第一水準を176でクロスした結果で、最終的に約233のデータが出ておると。

実際、部門のところを見ていくと、このような統合のされ方が考え方に基づいたところで

出てきているのかなと思っております。 

 また資料３－１に戻っていただいて、生産物の６ページ目の途中からです。生産物の公

表部門の第一水準につきましては、先ほどの投入調査の把握粒度というところで、ＩＯの

統合分類が40になります。それから、生産物の作業部門の第二水準は、現行のＩＯの基本



 -21- 

分類を見ながら、行基本分類ごとに先ほどの３つぐらいの考え方、基準を引きまして、そ

れで近いものは統合する、あるいは分割するということをやっていくと、これも見ていた

だければと思いますけれども、450ぐらいになるということです。 

 最後に第三水準の作業部門です。これにつきましては、生産物分類、経済センサス等々

で捉えていくのが、サービス分野を中心に見直されるということで、財分野は今の製造業

編といいますか、それが７ページ目脚注のところ、下にありますけれども、12番の脚注で

すけれども、現行のＩＯ国内生産額部門は3,300あるうち、サービス部門が約300で、残り

の3,000は財務分野だったり建設だったりするわけで、要は今の経済センサスで言うと製

造業編とかいった部門数が3,000ぐらいある。 

 この300に相当するところが見直しされるということで、300という数を頭に置いていた

だいた上で、もう一回６ページ目の最後の方の話に戻りますと、サービス部門の生産物分

類というのは、後ほど御報告させていただきます統合分類と最下層分類という２階建てで

考えております。そこの２階建てのどちらかをとっていこうという考え方で、そのときの

考え方としては一般消費者向け、要は企業の中間消費向けか家計向け、あるいはそのよう

なところの違いが分かれば分割すると、分かれていなければ統合するといったような考え

方です。経年変化の話も踏まえていくと、このような見直しをすると今の生産物分類はま

だ仕掛り品なものですので、数は増減するとは思うのですけれども、300に相当するとこ

ろ、大体450まで増える計算になるということです。 

 これにつきましても、資料３－３を御紹介させていただければと思いますが、左側から

順に御説明させていただくと、まずＩＯの今の分類がＩＯの行基本分類、小分類、中分類

と、それぞれ518、190、108と並んでおります。次の欄が統計調査の費用項目、要は中間投

入等々で投入調査をやるときに、後ほどの議論と絡むのですが、これでやっていくと最初

の冒頭にあるのは食料品が多いのですけれども、どうしても投入調査では、例えばかんし

ょとかばれいしょごとに費用を把握するというのは本当に難しくて、食材という形になる

と。ここを御覧いただければお分かりになりますけれども、食材費がずっと並んで、花き・

花木が入ったりしますが、こういう粒度になりますと、公表で言うと農林漁業という形に

集約せざるを得ない部分が大きくなるだろうと思っています。 

 それから、最後の第二水準というのは、クラスタの区分でして、先ほど３つぐらい要件

があると言っていましたけれども、それぞれのクラスタを切って、それを全部ＡＮＤでつ

なぐと、こういう約450の基準ができ上がると。米、稲わらに始まりずっと、割と細かい部

分が並んでおりますけれども、現行518と比べると450ぐらいの集約になるというような整

理があります。 

 説明としては、６ページ目はこれを概要として記載したもので、最後に参考として基本

計画を付けさせていただいておりますので、そちらも適宜御参照いただければと思います。 

 説明は以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 それでは、ただ今の御説明につきまして、御質問、御意見がありましたらお願いします。 

 菅専門委員、どうぞ。 
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○菅専門委員 作業分類の基準として、中間消費計、家計消費支出、総固定資本形成と、

これは大変ごもっともですけれども、当然輸出はどうするという問題があって、今、輸出

に特化したものを日本で作っているかという問題はあるとは思うのですが、その辺りは検

討するときに、ここで輸出が落ちている理由は何かあるのでしょうか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 輸出の問題、実は重要な問題だとは思っていて、どち

らかというと作業部門については、中間消費の行き先というか、そちらに着目したような

考え方が中心になっていると。多分、資料３－１の６ページ目で言うと、①から③のとこ

ろに絡む話かと思いますけれども、①と②、③がありますので、輸出向けサービス、輸出

向け財というところも検討しなければいけない部分だと思いますが、②、③も配慮してい

るので、今は若干配慮した内容にはあれかもしれませんけれども、どちらかというと国内

向けの需要を中心に考えているというような整理をさせていただいています。 

○菅専門委員 あともう一つ、基準で確認しておかなければいけないなと思ったのは、資

料３－１の５ページの国内生産額が1,000億円という、とりあえず設定したのか、この後動

かす予定はあるのかとか、その辺りはどんな感じで今は設定なさったのですか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 これにつきましては、1,000億は今までもそのような

基準で考えているところもあったので、何か変えなければいけないようなところがもしあ

れば、変える余地はあるかと思いますけれども、従来からこのような基準でやっていると

ころと、あと一定の基準をどこかで引いた方がいいとは思うので、それを踏襲したところ

があります。今後、変えるかどうかはまさしくこのような議論も踏まえてだろうと思いま

すけれども、的確な基準があればそれでやっていけばいいと思っております。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○宮川（幸）専門委員 公表部門に関しまして、産業が150で生産物が40、投入調査の精度

を考えると、生産物は自信を持って出せるのは40ぐらいだと。そのこと自体はよく理解で

きるのですけれども、普通に考えて産業が150で、生産物の方がはるかに少ないというケー

スは多分まれな、あまり見たことがないケースではあるわけです。考えてみますと、恐ら

くそうなってくると産業が産出するＶ表というか、サプライテーブルを考えると、１つだ

け生産物を産出するようなケースが結構あったりするでしょうし、大半が１つの生産物を

生産するというような結果になると、同じ生産物だけを生産している産業が２つ以上ある

というケースもありそうな感じがするわけです。要するにＡ産業は１番の生産物だけを生

産している、Ｂ産業も１番の生産物だけを生産していると。ユーステーブルを見たときに、

その投入構造はなぜか同じ物を作っているのに違うというような話が表面上出てきてしま

うような気がするのです。そのようなものを果たして何に使えるのかというのは、なかな

か難しいところかなという気もして、そうなってくるといっそ産業もという話になってく

るのかもしれないですし、そのあたり多少珍しい、本当にできる限り公表できる自信を持

ってできるのはここですというぎりぎりのラインを考えたらこうだったというお話だった

と思うのですが、果たしてその結果についてどう活用していくかまで考えると、ここは考

える余地があるのではないかというのが１点です。 

 それから、作業部門に関して言えば、ここでは産業で253行部門以上とか、生産物も450
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生産物部門以上ということで、いろいろな状況を見てまた増やすなり、減らすなりするこ

とがあり得るということだと思うのですけれども、産業部門に関しては先ほど申し上げた

ような分散の問題とかもありながら、仮に分割するときに、少なくとも記入者負担という

観点では別に分割しても変わらないと。要するに産業格付けさえできればいいわけですか

ら。もちろん作業負担という意味では増大するわけですけれども、ただ、そのあたりのバ

ランスを考えながら、例えば先ほど菅専門委員の資料でアメリカのケースが出ていました

が、389と出ていましたけれども、2012年の新しいのが出たとおっしゃっていましたが、そ

こで405とかになっているわけで、増えていると。かなり詳細なものをされていて、アメリ

カですと経済センサスをやって、それをベンチマーク的な扱いとして中間年を推計してい

くという、似たような体系をやっているという意味で言うと、ある程度詳細なものが必要

だという前提でやっているのでしょうし、先ほどお話があったように、作業部門はもっと

細かいという話もあるわけです。そういう観点から考えると、現状ではこういう扱いだと

思うのですが、今後必要に応じて分割が必要な場合は、もちろん先ほどから話に出たよう

に、全く同じような安定した投入係数であったり、ものすごく部門規模が小さいものを統

合することに異論はないですけれども、今、私が申し上げたような観点で分割することも

視野に入れながらやっていただけるといいのではないかと考えております。 

 以上です。 

○中村座長 公表部門については産業もまとめてしまうという……。 

○宮川（幸）専門委員 いや、そこはそうすべきと言っているのではなくて、どうするの

がいいのか私も回答がなくて言っているので申し訳ないのですが、ただ、少なくとも150、

40というと、見たときに何か奇妙な現象が起こっているように見えてしまうというような

可能性があるのと、それが150であったからとして、生産物が40であって、果たしてそれを

何に利用できるのかと。付加価値の金額が150で分かるというメリットもあると言われれ

ばそのとおりだと思いますけれども、そういうことでいいのだということであればいいの

かもしれないのですが、多少トリッキーというか、珍しい現象だなと思ったので、その点

をお話しさせていただいたということです。 

○中村座長 国際的には例がない。反対はあるけれども、そうですよね。 

 総務省から何かお答えはありますか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 宮川専門委員が御指摘のとおり、国際的には150×40

というのは、横が長いようなのはなかなか類例がないなというのは、我々も勉強しながら

そのように考えておるのですけれども、実際使い勝手は、今、御指摘がありましたように、

産業の付加価値というところが１つの把握の目的だろうと思っております。もちろんマト

リックスで見たときにバランスを欠いているような表になっているところはどのようにや

るのがいいのか、そこは産業もマトリックス形式だと集約するのもありかもしれないです

し、その場合は産業の付加価値は細かくなるというような考え方もあるだろうと思ってお

ります。 

○中村座長 どうぞ。 

○宮川（努）座長代理 どうもありがとうございます。今、宮川専門委員の話を聞いて、
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確かにおっしゃるとおりだなとは思っています。 

 それで２点あるのですが、１つは今、宮川専門委員の議論に関して、少し問題提起をし

たいと思います。マイクロデータを使って、一時点ですが企業取引を、どの企業がどの企

業から購入しているかを使った分析があるわけです。そうすると、この場合はどの財を買

っているかということになるので、あまり分割できないのですけれども、その企業に対し

て別の財を生産する企業がどれだけ購入しているか、取引しているかが分かれば、ある一

時点でのもう少し詳細な、中間投入みたいなものが大体分かってくるのではないかと思い

ます。勿論、これは企業と財の生産を1対1で対応させるという前提になるのですが。そう

いう意味では、記入者負担を考えて、またそれを補うことを考えると、結構予算がかかる

と思いますが、既存のデータベースみたいなものを少し利用するという考え方もあるので

はないかなと。それが作業部門になるのかもしれないですけれども、そういうことも頭に

入れておいた方がいいのではないかと思います。これが１点です。 

 それから２点目は、私はスケジュール的なところをお聞きしたいのですが、150対40と考

えるのを公表するというのは、2020年表のＳＵＴからそのようにしようかということです

か。そういう考え方があったときに、29×29とかは、今、内閣府がＶ表とかＵ表で出して

いるものですよね。内閣府は一体どのようにスケジュールを考えているのかということ。

つまり統計改革推進会議などでは、ＳＵＴに関してもっと早く成果を出せないかという議

論もあったと思うので、これからまたもう少し議論していかなければいけないのですけれ

ども、2020年表である程度の公表が出たときに、内閣府のＶ表とかＵ表、もしくはＳＵＴ、

年次表というのはどのような感じで改善というか、より精緻化されたベースで表を公表さ

れていくおつもりなのかというのが分からなかったのですが、その２点です。 

 多分、１点目は総務省だと思うのですけれども。 

○植松総務省政策統括官付調査官 よろしいでしょうか。１点目につきましては、いろい

ろ実証的研究が進んでいるように伺っていますので、そのようなものも勉強しながら、ど

のようなものを取り入れられるかを考えていきたいと思います。実際にデータベースを使

って分析されているという事例も承知しておりますので、それは勉強していきたいと思い

ます。 

 ２点目につきましては、内閣府の作業になるかと思いますけれども、私どもとしては2020

年表でまずやって、それを踏まえて内閣府が基準改定の作業をなさって、センサス等々、

そのようなデータをしっかり使った方がよりよいものになってくると思うので、多分その

ような流れが、統計改革の中で１つ整理されている話なのかなと考えております。当然、

なるべく早目に対応できるものがあればということはあると思うのですけれども、実際に

供給表とかでこういうスキーム自体はなかなか難しい面もあるように思うので、その辺は

もし補足があればよろしくお願いします。 

○中村座長 内閣府、どうぞ。 

○山岸内閣府経済社会総合研究所総務部総務課課長補佐 御指摘の、今回の産業連関表の

ＳＵＴ体系への移行により、ＳＮＡの推計精度が高まるルートについては、大きく２つあ

るとこれまでも整理されてきたと承知しています。それは御案内のとおり、今までプロダ
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クツ×プロダクツ、実際はアクティビティー×プロダクツではありますが、生産物×生産

物という形で作られていたものを、ＳＮＡの推計の際に産業×プロダクツに一度変換して

いるという過程がありましたが、産業連関表のＳＵＴ体系への移行によって当該作業が不

要になるということで、作業手順自体が１個減るという点があり、そこで無理な加工をし

ていた加工がなくなるということで、精度が高まると思っています。 

 加えて、2020年表でサービス分野のＳＵＴを作られ、さらに2025年表では製造業も含め

た全体のＳＵＴが作られるということで、それ以降は、当該表を反映したＳＮＡの年次推

計を行うというような形になると思っていまして、当該作業は先ほど総務省から御指摘い

ただきましたとおり、ＳＮＡの基準改定の際に推計を行うという形になると考えておりま

す。その際、このタスクフォースにおいて、産業連関表とＳＮＡの概念とずれている部分

をできるだけ整理しましょうという話も要望させていただき、このタスクフォースでも当

該作業は必要だという議論になったと承知しておりまして、その面でも更に精度が高まる

と思っています。そのような２つの形でＳＮＡの推計の精度が高まっていくと考えており

ます。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○宮川（努）座長代理 私がフォローし切れなかったのですけれども、資料３－２の黄色

の部分は農林水産業から製造業までをカバーして、サービス業は138を使っているものと

同じ分類でいくということですか。その辺がよく分かっていなかったのです。 

○植松総務省政策統括官付調査官 資料３－２と資料３－３はそれぞれ網掛けがあるので

若干補足させていただくと、今の資料３－２、宮川座長代理からありましたとおり、黄色

い部分は財の部分、製造業とか農林水産業の部分が従来の23年Ｖ表と同じという意味で黄

色くしております。それから、ついでに資料３－３の黄色い部分は、投入調査でもいろい

ろと調査事項を考えるときに、全業種に食材費を聞いてもしようがないので、こういう黄

色い網掛けがあるのは一部の、例えばレストランとかいったところに限定して聞くものを

黄色くしたという趣旨になります。 

 説明が漏れておりました。 

○宮川（努）座長代理 147といっても従来部分のカバーと、あとサービスが加わるという

ことですか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 さようです。 

○宮川（努）座長代理 そのサービスの部分の分類は、別に下に記載してあるのとはまた

違うということですか。68の財の部分から下は、つまり番号が振ってあるのですけれども、

最終的にずっと見ていっても資料として、多分、３桁でいけば107までしか打っていないと

思うので、もし資料として出すときに147は一体どこを見て147と言っているのかがよく分

からない表になっているなというのが私の印象です。 

○植松総務省政策統括官付調査官 そのあたり補足させていただくと、今、例えば５ペー

ジ目を御覧いただくと、68までは現行のものをそのまま入れているので黄色くなっていま

すけれども、69以降は３桁が入っていたり、６桁が入っていたり、ややこしくなっている

点だと思うのです。例えば069建築というのは、今の現行Ｖ表で見てみてもそこは同じなの
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で、この138の間の４つ目で見ると建築は全部、中間投入計、雇用者所得、資本減耗の３つ

の割合が似ているので、41101という形で１つのまとまってしまうのですが、まとまった結

果を考えると文章を優先して、069、070、071がそのまま来て、便宜上このままコードを付

けていると。それで、電力のところは138のクラスタの方が細かいので分かれているという

整理になっていまして、147との関係ですけれども、147はコードの069とか068ではなくて、

単純にこれをカウントしたと。要は違うものをカウントしていったのです。 

○宮川（努）座長代理 それで147になる。 

○植松総務省政策統括官付調査官 147になるというのはそういう整理です。回りくどい

説明でした。 

○中村座長 あとはよろしいでしょうか。 

 それでは、公表する部門数、作業の部門数につきましていろいろ御意見をいただきまし

て、作業においては細かい分類が必要であるとか、あるいは企業間取引のデータを使う可

能性がないかというような御指摘もありましたが、ここでの公表部門の分類、作業部門と

して250、450程度まで細かい分類が視野に入っているということで、これについて特段、

これでは少ないとか、多過ぎるとかいうことではないと思いますので、この方向で作業を

進めていくということで了承したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 では、そのようにさせていただきます。 

 それでは、その次はサービス分野の生産物分類の検討状況につきまして、総務省から御

報告をいただきます。お願いいたします。 

○笠谷総務省政策統括官付参事官 サービス分野の生産物分類の検討状況ということで、

飛びますが資料７になりますので、そちらを御覧ください。 

 生産物分類につきましては、今年度末までにサービス分野について策定するということ

になっています。そういうことで、2017年５月から生産物分類策定研究会を、宮川幸三先

生を座長として、ほぼ毎月開催しております。資料、議事概要等はホームページで公表し

ておりますが、現状、各分野の検討が一巡しまして、まとめの段階に入ってきつつありま

して、各分野共通的な課題についての検討に移っているというようなところです。 

 これまでの検討内容につきまして、２です。最初は（１）ということで、分類設定の基

本的な考え方や作業の進め方につきまして、一昨年、平成29年10月の第５回研究会までに

決めております。生産物分類策定の基本的な考え方（概要）を抜粋して、囲みで御紹介し

ております。 

 まず策定の目的といたしましては、ＳＵＴ統計の移行に向けた基盤整備ということで、

確認的に記載しております。 

 それから、今回の生産物分類で対象とする生産物の範囲につきましては、経済活動にお

ける生産の成果として産出される財及びサービスで、国内または国際的な取引の対象とな

り得る全てのもの及びストックに組み入れることができる全てのものとしております。 

 分類の基準につきましては、主に用途の類似性に着目して分類、具体的には以下の観点

に着目するということで、生産物の需要先、需要先が異なることがほぼ特定できる場合は

別の生産物として分類することを検討します。それから、生産物の代替性ということで、
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代替性が高いものは同一の分類、代替性が低いものは別の分類とすることを検討するとい

うことにしております。また上記のほかに、生産物の特性の違いや国際比較可能性につい

ても考慮するということです。 

 それから、基礎統計における報告可能性への配慮ということで、生産物分類を検討して

定めていくに当たって、企業や関係業界団体などに対しまして、ヒアリングやアンケート

調査を実施していくことにしております。 

 分類の構成は、一番下の最下層の詳細な分類項目数は、ＳＵＴにおける生産額推計の基

礎となる項目数を確保できる程度の粒度と。 

 それから、ほかの統計分類との関係ということで、日本標準産業分類との対応表や中央

生産物分類（ＣＰＣ）、またＨＳとの対応表を作成する予定ということで、基本的な考え方

を定めております。 

 これに基づきまして（２）ですが、平成29年11月の第６回研究会以降、各分野個別の検

討に入っております。分類案の検討の流れですけれども、まず最も粒度が細かい最下層分

類とその上位の統合分類の２階層について検討しました。また、更に上位の分類構成につ

いては今後の検討ということにしております。この名称につきましては「分かりにくい」

等の声も聞こえてきますので、見直しを予定していますが、最下層分類が一番下の細分類

のようなもの、統合分類が下から２番目、小分類のようなものというイメージでいていた

だければいいと思います。 

 次のページに入りまして、図１に分類案検討の流れをフロー図で記載しております。ま

ずＮＡＰＣＳとかアメリカのセンサス、ＣＰＡ、ＣＰＣなどを参考にしまして、一次原案

というものをやや機械的に抽出して作成します。それから、これを基にして企業アンケー

トやヒアリングの結果、各種文献なども使って、事務局で業界の研究をしまして、また関

係府省庁などにも照会するということ、それから、既存の統計においてどのような調査品

目を使っているかといったようなことを材料としまして、二次原案、研究会の議論に持ち

出す原案という形で作成いたします。これを研究会で一度議論しまして、その議論に基づ

きまして更に補足のヒアリングとか、関係府省庁等への意見照会をいたしまして、修正し

た二次原案をまた研究会に御提出しまして、議論した結果、最終的な案をまとめることを、

それぞれの産業分野ごとにこれまで繰り返してきたということです。 

 なお、企業アンケート・ヒアリングにつきましては囲みで概要がありますけれども、サ

ービス部門につきまして2016、2017年度に委託研究を行いました。それから、またこの調

査研究とは別に、個別に企業や関係業界団体等を訪問したり、電話でのヒアリングを実施

しております。 

 それが各産業分野ごとの分類の検討ですけれども、そういう検討をしていく中で、分野

横断的に明らかになってきた課題ということで、そこが下のイのところです。まず先ほど

来出ておりますけれども、事業者向けの生産物と一般消費者向けの生産物です。先ほどの

基本的な考え方にもお示ししましたように、分類基準の１つとしまして、生産物の需要先

に着目するということで、特に中間消費となる事業者向けと最終消費となる一般消費者向

けの生産物への区分可能性について検討してきました。しかしながら、検討過程で需要先
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が区分できるとしても、生産物としての用途やサービスの質に必ずしも違いがないケース

があることも分かってきまして、このようなものについてどうすべきということが議論に

なっております。 

 例えば事業者向けの自動車整備サービスと一般消費者向けの自動車整備サービス、これ

は業者では区分可能だということですけれども、自動車整備サービスそのものにサービス

の質にはあまり違いがないのではないかというようなことです。このようなことを踏まえ

まして、生産物分類における事業者向けと一般消費者向けの区分について、以下の方針に

基づき整理するということで、囲いの整理方針を定めたところです。 

 まず①として、サービスの用途または質が異なり、かつ事業者向けと一般消費者向けの

区分可能性が高いものについては、１段上の統合分類レベルで区分しましょうと。それか

ら②ですけれども、サービスの用途または質は異なるが、事業者向けと一般消費者向けの

区分可能性が低いものにつきましては、各種の事情を考慮して統合か、あるいは一番下の

最下層で区分することにしましょうと。それから、③サービスの用途や質はほぼ同じだけ

れども、区分可能性は高いよというものについては、最下層分類レベルの区分でよいでし

ょうと。また、④サービスの用途、質も同じで、事業者向けと一般消費者向けの区分可能

性が低いものは区分しないということです。 

 というのが、事業者向けと一般消費者向けの区分のお話です。 

 次の丸で、知的財産関連生産物の扱いでして、ＣＰＣやＣＰＡでは知的財産に関連する

生産物として、知的財産の制作、請負サービス、それから知的財産の使用許諾サービス、

知的財産のオリジナルを区分して設定しております。これにつきましては、我が国の生産

物分類においてもこれと同様の考え方に基づいて設定できるかどうかということで、検討

しております。 

 それから、次にパッケージサービスでして、これも先ほど出ていました、例えば運輸業

で物流の直接的な輸送や保管サービスだけではなくて、物流のコンサルタントから実際の

輸送システム構築までを一貫して提供するような３ＰＬサービスがあります。この場合に、

輸送、保管、コンサルティングの各サービスをそれぞれ区分して把握できればよいのです

が、実際にはなかなか難しいということで、このようなサービスについてはパッケージサ

ービスとして１つの分類を立てようということです。 

 （３）の現状の分類案と今後の予定です。現状の分類案につきましては、先ほど来申し

上げておりますとおり、一番詳細な分類とその統合分類という２階層、一番下と下から２

番目というのを定めております。統合分類、１段上の方が現在約400部門、一番下の詳細な

最下層分類が約800部門になっております。今後、それぞれ産業ごとに検討を進めてきまし

たので、寄せ集めて横並びも整理していきまして、最終的な取りまとめにしていきたいと

考えております。図２が飲食サービス業で設定例をとっております。これは現段階の案で

すので、別に最終案ではありませんけれども、網掛けになっている「飲食サービス（給食

サービスを除く）」と「給食サービス」というのが統合分類、それからその下、それぞれ３

つある白抜きの部分が最下層分類です。 

 最後に、（４）各統計への適用の考え方ですけれども、本年度末までに策定するサービス
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分野の生産物分類につきましては、報告者における回答可能性には留意して作業しておる

つもりですが、実際の統計調査の特性まで加味しているわけでもありませんので、それぞ

れ実際の統計調査での適用に際しましては、例えば分野ごとに統合分類や最下層分類を併

用するといったような運用もあり得べしということを想定しております。また、今回のサ

ービス分野の生産物分類につきましては、直ちに統計法に基づく統計基準とするのではな

く、当面は各府省庁等とも調整して了解のもと、総務省政策統括官の決定として、各省の

主要な基礎統計において段階的に適用していただいて、実際の適用に当たって明らかにな

った課題等につきましては、財を含む全体が2023年度までに策定することになっておりま

すので、次回の改定時において見直しを行うというようなことで考えております。 

 説明は以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 それでは、何か御質問、御意見ありましたら、お願いします。生産物分類策定研究会の

座長をされております宮川専門委員から一言。 

○宮川（幸）専門委員 御指名をいただきましたので。御説明ありがとうございました。

今、説明いただいたとおりの内容だと思うのですが、御担当者の皆様の大変な御努力によ

って何とか、アメリカですと10年以上かけてやったことを１年半ぐらいでやったという意

味では、本当に大変な御苦労だったと思います。改めて御礼を言いたいと思います。 

 今、お話にあったように、今回の特色としては、ＧＤＰの精度向上ということがあった

ので、例えば同じサービスであっても、行き先が違えば最も詳細な分類で区分するという

ようなことでやっていたり、あるいは作ったとしても回答してくれなければ意味がないと

いうことで、回答可能性を担保するように、アンケート、あるいはヒアリングをやってい

ただいている等々で、かなり実用的なものを意識して作られたものだと思います。実際、

今日もお話がありましたが、まずは経済センサスで、試験調査で活用されるということで、

その点は是非、またその結果を見て、少しでもＧＤＰの精度向上に役立つようなものだっ

たらいいなと思っています。 

 そういう意味で言うと、一次統計のような活用まではかなりできているわけですけれど

も、ＳＵＴへの活用、適用という意味で言うと、実はまだ課題はたくさんあるところだと

思っております。特に先ほどのお話で言うと、例えば生産物を40に集計するとか、あるい

は作業部門でも400、500という話ですと、この生産物分類をどう統合していくかという話

は実はまだ全く議論されていないところで、ＳＵＴタスクフォースという意味でも、その

あたりが今後１つ大きな課題になっていくのだろうなと思います。これは商業、あるいは

製造業の生産物ができてからの話になるかと思うのですが、ただ2020年表というような話

になってくると、もうそんなに時間はないと思いますので、また今後も是非進めていただ

きたいと思っております。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 それでは、サービス分野の生産物分類の整備については了承したということにいたしま

して、まだ審議の時間が残っておりますので、ＳＵＴ産業連関表の基本構成の大枠の決定

に係る検討の議事に戻りまして、残りの部分についても審議したいと思います。 
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 総務省政策統括官室より、資料の御説明をお願いいたします。 

○植松総務省政策統括官付調査官 では、私から説明させていただきます。本日、御用意

させていただいているのが資料４から資料６まであるのですが、時間もありますので、ま

ず資料４と資料５を御説明させていただいて、場合によっては、資料６は次回で御議論い

ただくということで、お時間の都合もあるのでそういう進め方になろうかと思います。 

 資料４、資料５ともに推計方法の話です。資料４はパワーポイントの資料を横で用意し

ておりまして、資料５はその中で幾つか課題がある中で、若干試算させていただいており

ます。資料５に添付させていただいておりますが、お手元の席上配布資料１というのが、

資料５の続き物といいますか、資料５の内容を席上配布の方で実現したという資料になり

ますので、お手元で使うものが資料４、資料５、席上配布資料１という資料になります。 

 まず資料４をお開きいただければと思うのですが、今回、推計方法を御議論いただくに

当たって、幾つかステップがある中で明らかに課題がある部分がありまして、今回、そち

らを明確にお示しさせていただいて、基本構成の大枠の中では推計方法の大枠になります

と、どちらかというと課題は次年度以降にしっかり議論した方がいいと思うのですが、今

回は課題の明らかを明確にしたというような内容です。１ページ目、２ページ目は実は従

来の資料をそのまま使っております。特に2020年表に当たりましては、段階的な整備にな

りますので若干分かりづらい部分もあるということで、資料４と資料５で以前お示しした

ものです。 

 資料４から御説明させていただくと、各種基礎統計、右側にありますけれどもセンサス

とか投入調査等を使って、供給表、使用表という形で言いますと、供給表はフルマトリッ

クスといいますか、このようなものができますし、サービス分野の使用表は投入調査から

発出しますけれども、製造業部分につきましては使用表を第１段階では作らずに、こうい

うサービス業とかの部分が中心になってくる。実際これを使ってＸ表、産業連関表は商品

×商品の表ということで、財の方は従来を踏襲した推計になると。こういうＸ表を作って、

最終的にもう一回戻すといった説明をしております。 

 次のページをお開きいただきまして、これをもう少しステップごとに記載したのがステ

ップ１から７までの表です。ステップ１からステップ２までが最初の方のサービス分野の

供給表・使用表というものでありまして、ステップ１はセンサスから供給表を作りますと

いうステップです。ステップ２は、先ほどの１ページ目で言うと、網掛けがかかっていな

い部分です。サービス分野の使用表を作るというステップです。以上ステップ１、ステッ

プ２でサービス分野の供給表・使用表を推計してまいりまして、それでステップ３はＸ表

に持ってくるステップと。実際にサービス分野の生産物ごとの投入額の推計は、ステップ

１とかステップ２のデータを使って推計しますというところがステップ３です。それから

ステップ４からステップ６までは、従来のＸ表の推計ステップと似たようなところになり

ます。例えばステップ４につきましては、財もひっくるめてＸ表の投入額を推計していき

ます。ステップ５につきましては、産出の推計です。行方向の推計をやっていくというス

テップで、ステップ６は投入と産出という２つの数字を計数調整するというステップにな

ります。４、５、６は従来からやっております。最後にステップ７ですけれども、こうや
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ってＸ表でバランスしたものをもう一回供給表・使用表に戻していくと。その際には、さ

っき冒頭で出てきた使用表は網掛けが製造業部分にかかっていましたけれども、ここで出

てくる使用表は全部、製造業もひっくるめて入れたものを作ろうと思っておりまして、ス

テップ７は供給表・使用表という形ではフルセットになるというイメージです。ここまで

は以前、御説明させていただいた内容です。 

 特に１、２、３辺りが新たなステップになりますので、それをかいつまんで御説明して

いこうと思います。 

 ３ページ目です。まずステップ１ですが、経済センサスを使って供給表を推計してまい

りましょうということで、実は経済センサスで特に今回も見直しがなされるのが、サービ

ス業の部分と。サービス業につきましても２パターンありまして、例えば企業としてはサ

ービス業だけれども、製造業で事業所がある、工場を持っているケースと、そうではない

ケースと２つ記載しています。センサスのデータで言いますと、産業格付け自体は※印に

ありますけれども、大体、産業小分類から細分類程度でなされていくと思います。 

 内訳の把握ですが、例えば企業で、薄く青くなっている部分がありますけれども、多分

センサスの今の見直し方針を踏まえますと、主業がサービス業の部分は詳細な売上高が把

握されるという意味で、濃い色は細かいところで把握されるであろうということです。「副

業」という書き方が若干不適格な部分はあるかもしれませんが、サービス業以外の部分も

粗い生産物の把握になるだろうということで、多分、企業のとり方はこのような形になる

だろうと。対して事業所のとられ方に関しては、サービス業の事業所に対しては、売上高

という意味では詳細な売上高が分からない。一部の業種は事業所の総売上高が把握される

と認識しておりますけれども、ここで言う品目別の売上高みたいなものは把握されなくな

るであろうということで、×という書き方をしています。対して製造業の事業所、工場に

つきましては、主業の製造業の部分はオレンジ色の濃いところにありますけれども、詳細

な売上高がとられていて、副業は少し粗めになるというような整理が経済センサスでなさ

れていると。これも従来から御説明、御議論をいただいている内容かと思いますけれども、

改めて御提示させていただいています。 

 次のページに行きまして、その得られたデータから実際に供給表を推計してまいりまし

ょうというステップです。具体的にサービス分野が重要になってくるので、事業所でとら

れている製造業以外のサービス業の事業所に相当するところをどう推計するかというよう

なことを絵に描いたものです。冒頭にありますけれども、経済センサスで得られるデータ

としては、企業の詳細な青いところと薄目のところのデータ、あとＫＡＵ１は製造業事業

所ですけれども、書き方としては製造業が主業ということで言うと、ひっくり返した書き

方をしていますが、副業に相当するサービス業のところは粗めになって、製造業は細か目

になるということで、このようなデータが得られるであろうと。サービス業に相当する部

分の事業所、あるいはＫＡＵのところの推計をやっていなかければいけないということで、

まず一義的にはこれを引き算するということになります。 

 引き算するときに課題が横の吹き出しにありますけれども、幾つかありまして、例えば

製造業とサービス業をそのまま引くのではなくて、細かいものと粗いものという違いがあ
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るということで、例えば製造業事業所から見るとサービス業の部分は粗くなるわけですけ

れども、製造業は細かいので、このようなところをどう引くかという話が１点目に出てく

ると。それから、企業内取引みたいな話があるわけで、事業所の合計と企業の売上高が合

っていないケースで、課題の２つ目に記載したのは、売上高の結果がマイナスになる場合。

マイナスにならない、差分として残る分は、概念的には企業内取引ということになるのか

もしれませんけれども、マイナスになるケースも散見されるので、これについては課題と

してありますので、後ほど試算結果をお示ししたいと思います。 

 それから、その引き算の結果として、例えば情報サービス業もやっているけれども、病

院も持っているというケースがあるかもしれない。そういう場合は、前々回の産業概念の

整理のときに分割するという話をしておりましたが、実際、例えば情報サービスと病院を

分けたときに、どのような分割が推計として可能かという話があると。それでＫＡＵ２と

ＫＡＵ３、ＫＡＵ２は情報サービス業の事業所、あるいはＫＡＵ３は医療というふうに具

体例としては考えておりますけれども、このようなものをどう推計するかという話が、分

割としてどうするかというのが課題の３点目です。 

 ５ページ目に行きまして、今得られたのがＫＡＵ１から３までそれぞれの売上高の内訳

ですが、実際に供給表にするときは、副業の薄くなっているところをより細かく推計しな

ければいけない。センサスではここまでしか得られませんので、供給表にするときに幾つ

か課題があるので、またそれを吹き出しにしてあります。１点目の吹き出しは、センサス

だけで国内生産額が推計されるわけではないので、ほかのサービス部門等々でセンサスを

使わずに、例えば建設業みたいなものがあるかもしれないのですが、そのようなものは従

来センサスを使っておりませんので、供給表を作るときは精査する発出されたデータ以外

のものを組み合わせる必要があるというのが１点目です。 

 それから２つ目、下の矢印は、今申し上げましたけれども、副業の粗く、薄い網掛けに

なっているところをより細かく推計する必要がある。従来のＩＯの推計では、これもやっ

ておりまして、ただ、単純に言うと集計値を按分するというようなことをやっておるので

すが、実際に今回センサスで副業の把握も進んでまいりますし、もう少し工夫があるだろ

うということで、最終的に供給表で言うと、全部色が濃い網掛けみたいな形になってきま

すけれども、このようなところの推計の課題があるだろうと思っております。 

 最後に６ページ目ですけれども、これはステップ２とステップ３ということで、今度は

使用表側のステップです。投入調査の見直しの話を先取りしてしまうのですが、そこら辺

も若干踏まえて概略を御説明させていただきますと、今、投入調査の見直しで考えていま

すのが、企業全体の費用を把握していきましょうと。ただし、企業全体の費用でも明らか

に、例えばレストランを営んでいる企業みたいに、食材費であれば、多分レストランでし

か使っていないだろう。つまり、主生産物に要する原材料が企業全体の費用であっても、

特定できているようなものはあるだろうということで、それが「原材料等費用」と記載し

ていますが、投入調査で得られるデータというのが、便宜上「粗い生産物」と記載しまし

たけれども、先ほどの作業部門から見るとかなり粗いものになってくるだろうと。 

 それから、今のレストランのケースで言えば、小売もやっているかもしれませんけれど
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も、例えばお店の電気代みたいなものは、小売向けなのか、レストラン向けなのかという

のはなかなか判定が不可能なので、そういう共通費用は、例えば電気代みたいに、企業全

体の費用といってもいろいろな生産物に利用する費用になるだろうと。最後に「セカンダ

リー」と記載してありますけれども、これは今、小売の話で言えば仕入れ額みたいなもの

です。小売の仕入れ額みたいなものは総額として効くという、このような見直しでより書

きやすいものにしていこうと考えております。 

 １点目のステップとして、これを企業の費用から、推計上の産業の費用に読み替える必

要があるということです。例えば企業全体の費用とＫＡＵ産業のところにかい離があれば、

補正が必要という意味で課題とさせていただきました。便宜上ここは四角の大きさを変え

ているわけではないのですけれども、何らかの補正が要るだろうという意味で記載してお

ります。それから、次にこのようなＫＡＵ産業費用のうち共通費用、例えば先ほどレスト

ランと小売をやっている場合の電気代みたいなものをどこかに箇所付けする必要がありま

すので、その分割は、多分供給表がベースになってくると思うのですが、そういう配分を

する必要があるだろうということで、２番目のステップでは、この青いところが消えて、

共通費用をどこかに箇所付けするという作業があります。 

 それから、このままだと投入調査の粗さになりますので、まずは公表部門の生産物への

読み替えが必要でして、次のステップは、粗い生産物を公表部門の生産物別に読み替える

作業が３つ目のステップです。そのときに、まだ公表部門なので、更に作業部門に分割す

る必要がありますので、企業ヒアリング等を用いて４つ目のステップで公表部門を更に作

業部門に分割するというステップがあると。ここでできる総額というのが、使用表の一時

投入推計額みたいなものになりますけれども、最後の矢印はＸ表を推計するときはここの

主生産物のところの費用を使って推計すると。流れとしてはこのようなイメージを想定し

ております。その中で幾つか課題があるだろうと思っております。 

 最後に資料５を御説明させていただきます。資料５は何かと申し上げますと、先ほどの

資料４との関係で申し上げますと、４ページ目のスライドで引き算をするときに、プラス、

マイナスがどうなるかという話です。実際にセンサスのデータを用いまして推計させてい

ただいております。具体的に言うと、企業から傘下事業所の分を引くという作業になりま

す。今回のセンサスに関しましては、事業所も22区分が把握されているので、それで答え

合わせとかいうことが可能なので、まずは製造業事業者等を引いて、同じような引き算を

やっておるのですが、一定の検証も可能なので、そのような推計をやってみましたという

ことになります。 

 調査票が幾つか分かれていますけれども、このようなところをうまく工夫して推計して

いるというような趣旨を資料５で記載しました。次の裏のページですけれども、具体的に

データ自体は席上配布資料１で、実は引き算した結果で、基本的に企業から事業所を引い

たときにマイナスが出てしまっている事例が散見されているというのは、例えば、それを

模式的に記載したのが２ページ目の表です。例えば企業の売上高が、卸売業が70,000、通

信、放送業20,000、不動産事業100,000、それ以外30,000というときに、事業所のＸ、Ｙ、

Ｚをそのまま、この場合はぶら下がっているとしたときに、これをそれぞれ引いていくと、
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①にβというのがある。α－βとＳは本来一致していなければいけないのですが、ここに

ありますとおり、差分をとると卸売では若干のプラスが残って、小売は－20,000で、通信

放送業が20,000でと。こういう場合に－20,000とか、上記以外サービス事業の－3,000が出

てまいりまして、要はこのマイナス、プラスの場合はひょっとすると企業内取引があるの

で、企業の合計にはあらわれてこないけれども、事業所ではあらわれてくるのでというの

があり得るかもしれないのですが、結果的にマイナスが出てくるケースがなかなか悩まし

いということで、記載しました。 

 幾つか要因がありまして、０になるのが理想的なケースですが、ここに事例を記載しま

したけれども、例えば企業の売上高が事業所の売上高を上回る、要は売上高がプラスにな

るケースとしては、ここにあるようなケースです。プラスとマイナスの書き方が若干逆に

なっていて恐縮ですけれども、プラスになっているケースは、事業所の合計を上回ってい

るケースなので、例えば海外事業所分が企業に入っているとかいうケースがあります。企

業売上高が事業所の合計を下回っているようなケースは、私が先ほど申し上げたように、

事業所の取引には企業内取引が入っているといったようなケースがありまして、実際にデ

ータとして見ていくと、特にソフトウエア業とか冷蔵倉庫業みたいなところは差し引きし

てマイナスの絶対値が大きいというケースがありましたので、それは課題として今後個別

に見ていかなければいけないかなと思っております。これは若干中間報告的な話ですけれ

ども、先ほどの推計をうまく成り立たせるためには、この辺を工夫する余地があるだろう

ということでお示しした次第です。 

 説明は以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 それでは、ただ今の御説明に対しまして、御質問、御意見がありましたらお願いいたし

ます。 

○宮川（努）座長代理 確認ですけれども、最初の資料４では、企業の主要なサービス業

から引くのは、例えば４枚目で、主業が製造業でやっているものを引いて、それ以外のサ

ービス業の部分を按分すると言われていたのですが、資料５の事例は、事業所Ｘ、Ｙ、Ｚ

というのは別に製造業ではないのですね。その試算との対応がよく分かっていなかったの

ですけれども、その辺教えていただけますか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 そこは説明が不足しておりまして恐縮です。実は資料

４で、ここは典型的な例として製造業を出させていただきましたけれども、引くのは製造

業と商業事業所を想定しています。製造業と商業事業所を引いて、残りがサービス業、そ

のサービス業のところを引き算でやりましょうということで、資料５はＸ、Ｙ、Ｚと、こ

れは卸売・小売で商業の事例になっているので、資料とのかい離が若干見られるのは、こ

こで引き算するのは製造業以外に商業も引く予定ですので、Ｘ、Ｙ、Ｚというのはαから

商業事業所を引いて、残りはサービス業と。残りのサービス業を今は事業所Ｓというデー

タがあるので、それと比較できましたという状況が分かると。実際は資料５で言うと、α

－βで推計することになりますので、実際Ｓとの比較はできない状況で、α－βをうまく

使わなければいけないというような趣旨でお示ししたものなので、製造業と商業の話は商
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業も引くという前提です。 

○中村座長 どうぞ。 

○宮川（幸）専門委員 質問ですけれども、席上配布資料１は、資料５裏面の表で言うと

何に該当するものなのでしょうか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 これも説明を要するので、申し訳ありませんでした。

この表で言うとα－β。 

○宮川（幸）専門委員 α－β自体をやられたと言うのですね。それを各産業ごとに全部

足してしまったということですか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 そうです。α－βで、ここの一番左端が企業の産業分

類になります。 

○宮川（幸）専門委員 そうですよね。企業の産業分類になっている。 

○植松総務省政策統括官付調査官 企業の方から。 

○宮川（幸）専門委員 例えば資料５で言うとプラスが出ている、卸売が51,000、小売は

－20,000とか出ていますけれども、これを全企業について足したものがという話ですね。 

○植松総務省政策統括官付調査官 然様です。 

○宮川（幸）専門委員 そうすると、マイナスとプラスが両方出ていて、たまたま消えて

いるというケースもあり得るし、マイナスが多ければマイナスになる。その結果、例えば

製造品の出荷額、３番みたいなところだと、ほとんどマイナスが出ているような感じです

が、そういうことが起こったというわけですね。 

○植松総務省政策統括官付調査官 資料５をベースで御説明すると、例えば建設業で最初

は農林業マイナスとか、製造品マイナスというのは、逆に言うと、事業所ベースの方が企

業の売り上げに出てこなくて、事業所の方で上がっているケースなので、例えば製造業の

場合は企業内出荷みたいなものがカウントされていれば、マイナスになってもありだろう

と。ただ、サービス業の事業所が製造業を出しているとみなせないという意味で、ここは

どちらかというと企業内取引の影響の方が大きいように思います。そういう見方をしてい

ただければと思います。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。 

○宮川（幸）専門委員 また質問ですが、結果としてぴったり合うものはどのぐらいある

のですか。ほぼでもいいですけれども、ほぼぴったりでも、例えば企業数にして何％とい

うようなのは分かるのでしょうか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 それは整理させていただきます。 

○宮川（幸）専門委員 分かりました。これは果たして推計、うまくいっているのか、推

計に耐えられるものなのかどうかが重要なところですよね。 

○中村座長 では、この件に関しては非常に大きな問題があって、何とかしなければいけ

ないことを再認識したことにしたいと思います。 

 それでは、本日の審議はこれまでとして、資料６については次回に回すことにさせてい

ただきたいと思います。本日は議題ごとに取りまとめをしてまいりましたので、最後にま

とめるようなことはいたしませんが、今日いただいた報告、説明、それから示された方針
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等について、特段の問題はなかったということですので、これらを本タスクフォースとし

て了解したということにしたいと思います。 

 それでは、本日予定していた審議は以上です。次回のＳＵＴタスクフォース会合の開催

日程及び関連事項等について、事務局から御連絡願います。 

○櫻川総務省統計委員会担当室室長 次回ＳＵＴタスクフォース会合は、１月23日水曜日

午前、今回と同じこちらの６階特別会議室での開催を予定しております。開催時間等も含

めて、詳細が決まりましたら改めて御連絡いたします。 

○中村座長 以上をもちまして本日のＳＵＴタスクフォース会合は終了といたします。長

時間、ありがとうございました。 


